
Title 教育行政における自治原理の基礎的考察

Author(s) 小出, 達夫

Citation 北海道大學教育學部紀要, 23, 109-144

Issue Date 1974-03

Doc URL https://hdl.handle.net/2115/29101

Type departmental bulletin paper

File Information 23_P109-144.pdf

Hokkaido University Collection of Scholarly and Academic Papers : HUSCAP



教育行政Kおける自治療理の基礎的考察

教育行政における自治原理の基礎的考察

A Basic Study on Professional Autonomy 

of the Teaching Profession 
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最近、教育行政における地方自治原理の績極的位貿づけが多くの論者により主張されるようにな

ってきている。それは、輔氏の「教育を受ける権利」という選本的人権への行政権による広汎な侵害

状況が選民的に明らかになってきている事態と、教育のみならず自主民の生命・自由・孝偏追求の憲法

的基本議(憲法 13条〉に対する行政経力による破壊状況に対し、 「地方自治を媒介とすることによ

って、ことばをきっくし、し、ますと、信力と対決するJ11J諸条件が、国民の政治的エネ/レギーの中に蓄

積されてきていることの反吹である。

従来、地方自治の関越は、行政法学、憲法学においては、 f舗の統治体系の一部として理解され

てきたJI21のであり、 「全体に対する部分J131として佼誼づけられ、行政事務の再記分、閣家の地方

公共団体への立法的・行政的弱与の限界論、自治立法様、財政自主様、補助金行政等々をめぐる行政
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法学上の問題に主として限定され、憲法学においてもどちらかというと第8章の解釈論に限定され、

「団体自治Jr住民自治J翁に終始したり、地方自治権と障の行政権との相対的比較の開題として論

じられてきたにとどまった。

このような憲法学、行政法学の理論状況は 70年前後より転屈をみせはじめた。 r日本国憲法第
8:!l設に規定されている地方自治は……現在においては憲法の定める国民の生存権や生命・ 8由・幸福

追求の権利の具体的な保俸の体系の一手段として考えられるべき状況にあるといってよしづ(4)、 「地

方自治の問題はかくして単に統治機構の問題にとどまらず、 i翠民の基本的人権の問題にもかかわって

こざるをえないj(5) という指僚や、 「憲法論として地方自治は、わずか数ク条の問題になるのではな

く、少くとも人権条項と王子和条項全体とのかかわりでとらえ鐙ずべきだJ(6) という問題提起が行政法

学、憲法学上の中心的課題にまで、至ってきた。

かかる開題の提起・手法は、当然とはいえるが広汎な現状分析・認識を土台として、あらためて

憲法第 8:!l設を覧表法原理全体とのかかわりでとらえなおそうとするものである o

このような憲法学・行政法学上の理論状況の中での一応の到達点は、地方自治が憲法上の制度的

保障であるということは、憲法 25条・ 13条に後拠を得てはじめて可能になるのであって、それを

「原点」として理論的再構成をなすべきであるという点にある。(8)

以上の視点とは郊に、憲法学・政治学の分野から地方自治論の得構成の議要性を提起しているも

のがある。たとえば、 「レーニン生誕百年記念法学シンポジウムの記録Jをみると、稲子恒夫肉散の

ようにのべている。 r1 9 0 3年の党綱領と 19 1 7王手の党綱領改訂案はきわめて議要な問題を提起

しております。これらの綱領ではもはやブルジョア的ではない民主主義、 しかし役会主義には至って

いない民主主義が提起されております。なおこの問題の検討にあたりまして特に地方自治の問題が非

常に重要であるということが名古屡で論議されておりますJ倒。この指摘は、地方自治の問題を留の

統治構造上からも再検討されなくてはならない点の提起となっている O それは資本主義社会を前提と

していながらも、 「一殺に考えられるかぎりでもっとも完全にもっとも徹宜的に実行されJ勾た民主

主義の実現過程における統治構造上の問題、なかんずく政府形態のあり様と結びついての地方自治の

位置づけの問題であり、民主主義の問題である。

憲法・行政法学上の地方自治論の再構成の理論的視点は、大体以上のものとして把握されようが

「教育を受ける権利Jr学問の自由J(更には「教育の自由Jr教師の教育権の独立J)などの完憲法
的基本療を基底とする地方自治織の再繕成主、多くの論者からの問題提起はあってもtヘ、まだ機造的理
論化に至っていない。とはし、ぇ、以上の憲法学・行政法学・政治学等の到達点および理翁構成上の出

発点の意義を確認することは、教育法学・教育行政学の場合にもきわめて重要である。

次に、 [教育行政における自治原縄Jのおおよその理論状況を抱磁する上で参考とすべき所論と

関連法制度の若干の接移について必要な限りで街単におさえておきたい。

まず注目しておきたいのは、最近の西ドイツにおける状況についてである。この分野では、兼子

仁、千葉卒氏などのすぐれた成果があるので、一応それらを前提としてみることにする(J2J

@ドイツは潟知のように連邦制をとっており、各州、|は独8の憲法・教育行政法を有している。ま

た伝統的に団体自治の法秘的な縫立を志向してきた闘である o 英国で形成されてきた住民自治が、@

ドイツにおいて最近どれほど縫立してきたかはともかくとしても、従来の行政法学上の観念でいう地

方自治が前提とされてきた国家制度をもっ留といってよい。その歯で、 19 5 0年代に入り「管理さ

れすぎた学校J(V e rwa 1 t e t e S c h 11 1 e )という現実の学校状況に対する批判が f教育学界から噴
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出Jするに玉三り、それを契識としてH.Heckelら教育法学者から、 「学校教員の教育権の独立j

(Padagogische Freiheit der Lehrers )の保療が叫ばれ、 r 6 0年代前半においては各
州の立法によって陸続と実現されるに至ったJ(I~
それらの立法規定のいくつかをあげてみると、 Se1 bs t ve rwa ltung in den Schu 1 en 

( r学凌自治j、Hamburg， 1 9 ') 6 )、P"adagogischeSelbstverantwortung ( r教員
の教育的自己責任JNordrhe in斗tVes tf a 1 en， 1 9 5 8 )， P三dagogischeFreiheit und 

Eigenverantwortung ( r教育の自由Jないし「教員の教育潅の独立Jおよび「国有責任J，
Hessen，1 961、 Saa r 1 and ，1 96 5 )、 unmittelbarepa・dagogischeVerantwortung 

日品( r臨疲的教育責任J Baden--Wuttemberg，1 964 )などである。 そして、このような「学校
自治Jr教員の殺事ま後の独立Jr護接的国有責任jは、 6 0年代後半にきさり「行政法学議中にも受容
される段織JにきているといわれるJIB

もんだいは、このような教育行政法学上の概念が形成されてきた経過であり、理論的援拠である。

経過がVerwalteteSchuleに対する批判jであることは確かであるし、叉批判の対象となった事惑

が、法改正、立法というかたちで兎綴されるところに地方自治(団体自治)の積重量的側面が首f守され

るという?邸主認められてよい。とはいえ教育法学が科学としての独aの議域を構成する為には、かか
る樹立守性(現象のあとを追うかたちでの法緩急とその体系の形成)は克服される必要がある。かかる

開題意識に立って四ドイツの上記すう勢(教員の教育権の独立、学後自治統念の形成)をみるとき、

その法概念の形成過程の理論的契機となったのは aus der Sache heraus (条理上)の論

痩であったように思われるoiI日現状分析は、ただちに ausder S島内ehe raus に結びつくも

のではない。 11Sache 11の内部議造が関われる必要性はここにある。西ドイツにおいてこの過程が穂

論上どこまで把握され、蓄積されてきているかは不明であり、今後の謙題でもあるJ13

j、論においてよ、地方自治の保障が一応前提になってきた越ドイツにおいて、それとは別に(な

いしそれとの魂速で)r教師の教脊権の独立J(教舗の「教育の自由J)や「学校自治」が立法化さ
れてきた経過のもつ必然性に注目しながらも、なおかつその必然性の煙論的解明は独自の課題として

浅されている、という課題意識が一つの前提になっている。かかる謙題意識は、教育行政における地

方自治(団体自治、住民自治入学校自治、教師の教育の8也、子どもの教育を受ける権利の相互関

係の内部溝造の理論的解明とし、う小論のテーマにつらなるものである。

つぎに筆者の課題意識の形成およひ官設定にあたり参考となったものに、地rronLiebermanの

問題提起がある。(1曲

勝野尚行氏らの研究を通してみる!浪り、 リーベノレマンの研究手法については多くの示唆をうけるo

周知のようにアメリカの教育委員会制度は、 LaymanOontroleと SupenintendentSystem 

(行政委員会制度と教育長システム)を基本原理として形成されてきた。それは、団体自治、住民自

治、教脊の自主性、を蒸本原理として形成された鱗度であり、かっ戦後日本の地方教育行政訓度の改

革原理ともなったものである。リーベノレマン自身の批判の対象は、この教育委員会制度にむけられる。

彼の批轄の基底には、教織の地佼(Status of the teaching profession )の規定要因とし

てのProfessional auton∞lYの綴念が存在するoH司教管科学における実銭、理論の循環選動を

保障し、 f政府の庄倒的媛カJ( overwhelming power )胸の排除を関るためには、教溺〈集団)

のprofessionalautonomyが前提となるが、教管委員会制度はこれに対する侵害となっている、

というのがワーベノレマンの状況認識である。ω ここで注目したいのは、彼のprofessional 
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autonomY of the teaching profession の概念、内容である。

彼は従来の説にみられるところの、公教育を内的事項(Intera )と外的喜多安(Externa )の

区別と統ーでとらえ、 freedom of teaching を務者にかかわる概念とし、後者については公権

力の機能・権限とする方法宏批判する。白書じっさい、戦後日本の教育一改革をみても肯定できるのであ

るが、教育委員会を含め行政権力はInternaにも深くかかわってきており、逆に教師はExternaを

規制しえないという矛墳に直面しており、かっこれらの矛盾ば、教委公選という民主主義原理で合理

化される。悶特に教語集団の ProfessionalAutonomYは侵害され、公教脊に教育科学の成果を導

入することは阻害される。

Liebermanは、以上のような矛盾を内包する教委制度は、科学がまだ独aの領域主どもたなかっ
た 18・p世紀的産物であるとするi/.';f) そして彼は、従来の理論的前提に対し、公教育をg的(broad 
purpose)と手段(means )にわけ、前者は social consensus により形成され、教部はこ

の過程には「戦略的凝点jから参与するにとどまり、決定された目的・合意をいかなる手段で達成す

るかは外的事項といわれるものも含み教締集団の professional autonomYに属するとする。

そして、この手段の決定過程には住民は「勧告Jの形で参加する。また、手段的事項(教科目、中間

g思教員養成期間・課程・内容、教脊条件、学校制度、学区制度…υ)は、厳密に科学的に決定さ

れなくてはならず、それは教犠者の「学問の自由jに属するとする。ここで、教輔の学問のa由とは
「教育内容・方法の研究・発表の自由Jr教育手段の研究・採択の自由jの雨者で形成され、教育行
政機関がこれら手段の決定をすることは「学問の自由Jの侵害である、と規定する。ωj

以上、勝野氏の研究に依拠しつつ、リーベルマンの吾妻論展開を筆者なりにおってみた。ここで注

gしたいのは、公教育の実施過程在留的と手段にわけ、包的は菌民が決定し、それにもとづきつつ手

段は科学的成果に依拠せざるを得ないが放に教部集団の professional autonomieに委ねるとす

る発想、及びその根拠を「学関の自由」に求めている点である。筆者はかかる理論構成はじゅうぶん

合理的根拠をもっと考える。しかし、教締集団のオートノミーの根拠を「学時の自由」のみに求める

ところには疑問をもっ。教締の学問の自由を規定したさきの二点については、それ宏「学問の自由J

と定義するかどうかはともかく、筆者も脊定しうるが、それを「学問の自由」概念、で包括するには更

に吟味が必要であろう。父、教師集団のオートノミーを f学問の自由」に求め、その内部構造を吟味

することえEく、そこから理論構成が始まるのであれば、この点に不十分さをいだく。かかる不十分さ

を明らかにすること自体、小論における筆者の課題意識でもある o

それはともかくとしても、リーベノレマンの指摘は、現在の臼本における教育行政論(法制IJt論)に

重要な開題提起をしている。筆者は戦後教育改革における改革原理の問題は、それなりにかなり徹底

した地方自治の保i擦の制度になっていたと考えるが、そこでは教編集団の自治(学校自治)および教

婦集団による教育行政参加の法制j化がほとんどなされず、むしろ教編集団による教育行政の規制が極

力否定された、とみている。たしかに当時、 f教育の自主性jは強調された。しかしそれは f一般行

政からの独立」として解釈されがちで、教ifi集団の自治(オートノミー)は法定化もされず、教師築

関による教育行政のコントローノレに至っては占領掌当局により完全に答定されたom筆者はこれこそ

アメリカ民主主義の!製界、 「名望家自治Jによる形式民主主義であると考えてきた。その意味でリー

ベJレマンの煙論展開には共鳴するところが多い。教育行政における地方自治療理は、憲法学、行政法

学の形成してきた団体自治、住民自治説念のみで環論的再構成は不可能であり、それに無浪定的に使

用されてきた f教育の自主性j概念を付加しても理論的構成としては弱い(それ故、単純な公選教委
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復活論には賛成しがたい〕。その中に「教d隠集聞による自治jをいかに位置づけるかが依然として理

論的諜題になっている。

かかる問題意識を更に触発するものとして、さきに多少ふれたが 19 1 7年のソビエト革命の前

後におけるレーニン、クノレプスカ γ主宰の教育行政における地方自治についての原則的(綱領的 1権檎

があげられる。革命後における政府形態の組織論上の慕本原理が民主集中斜にあることはいうまでも

ないが、そこでの(地方)自治の位設づけは、民主集中制と矛盾しないとしづ抱撮である。 r実際に
は、民主主義的中央集権制はけっして自治を排除するものではなく、むしろ反対にその必要を前提と

するものである。 J1"ところで民主主義的中央集権制が自治と連邦制をけっして排徐 l_-ないのと同様

に、それは掴茨のさまざまな弛方が、いなさまざまな共河体さえ調家主主活、社会生活、経済生活の多

極多様な形態をつくり上げるきわめて安全な白白をすこしも排主主せず、むしろ前提としているのであ

るJr何時に真に民主主義的な意味に理解された中央築権制は、地方的侍殊性だけでなく、地方的発
意、地方的創意、共通の g的をめざす運動の多種多燥な方途、方法および手段をも完全に支持なく発

展させるとし、う歴史によってはじめてっくり出された可能性を前提とするものである。/由

統治機造、政府形態上の以上の基本的問爆を務援として、教育行政における地方舟治原理につい

ては、クノレプスカヤの「地方自治体学佼綱領J(1917)、 f学校と国家J ( 1 9 1 8年 国際i主

義者教員組合第1田口シア大会の主報告)が参考となるり

彼女の主張の結論を筆者なりにまとめると、 「ーオ役i'fJi'J::法律により掴民之校の財源、教員の資格

教授要gを規定することJと「政府による鋼氏教育」とは全く別であり、 「逆に政府と教会のどちら

も学校に対してどのような影響をおよぼしえないようにしなければならなし、Jr科学と教育はあらゆ
る権力の干渉から自由Jであるとするマルクスの指摘ωによりながら、具体的には勉学校委員会の設

置(教員組合代表、住民代表により構成される。一般的基本的原則が守られていくことだけを監督)、

住民による教師の選挙・解住制(学校の官僚的性格の根絶ηための制度)、学校の「内部組織の仕事J

「教授の仕事j上における[学校自治権J(アアタノームナ)の儲簿、「教育と生産・生産労働との結

合j原則の兵体化、教舗の活動についての住民への報告義務、などにまとめられよう。ω

このようなクルプスカヤの指摘からは、多くの理論的課題が折出しうるが、ここではとりあえず以

下の点を確認しておきたし、。それは社会主義への移行期としての当時において、教資行政における地

方自治(住民自治)原理は中心的課題のひとつに位置d 、ているが、同i時iこ[学校の自治権」がその中

核に佼置づいている点である。この点において、アメワカ教育委員会制度や戦後臼本の教育改革原環

とも著しい対照をなしている。

以上、筆者の謀議意識との関連で必要な鼠りでの思議状況ないし康史事象にふれてきた。筆者は

かねて教育行政における自治原理は、教脊労働の内在的構造の要求するところであり、他の行政;領域

とは呉った論理構成が必要であると考えてきた。ぞれは、子どもの教育を受ける権利を保持するとこ

ろの制度形態を規定する基本原理に佼援づくものであり、長訴に従来いわれるところの団体自治、住民

自治概念で処法しきれるものではなく、 「教師集部による学校自治権Jがそこにどう位霞づけられる

かが重要であり、そのためにも、教脊労働の儀債を原理的に明らかにすることが必要となると考えて

きた。

また、筆者は、教育行政は教育労働の組織をどう規定するかにかかわるところのー衝の組織労

臥管理労働に伎重量づくものであり、また教育法は、一方で法が直接に子与しない自治行政領域を必
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援としながらも、以上の意味での教育行政のあり方を法規範化したものであり、その意味からも、教

育法、教育行政は、教育労働の組織のあり様と不可分のものとして位置づけられる。教育行政、教育

法制度が教育労働の綴織的過程の外延であるとする筆者の椀点からしても、教育労働の組織機造の原

理的把握が必要であり、かっこの場合においても、教育行政における f自治原理jは、教育労働の組

織とそれを規定する教育行政・法制どの媒介原理として重要となる。

それ故、小論の叙述は、その多くが、教舗の教育過程を構成する労働過程・組織過程・認識過程の

分析とそれらの相互関係に中心がおかれ、それを基底にすえた限りで結論づけられうるところの教育

行政の基本原理の明確化が意図される。それは、いわば、憲法 26条の「教育宏受ける権利Jの対象

的構造の明穣化といえる作業であり、かつそれとの対応関係で教育行政における自治療還の基本構造

の解明の作業といえる。

<'註〉

1 ) 全国憲法研究会 f討論・地方自治の危機一憲法学における地方自治論の得権戒のためκ-Jの中の奥平
康弘発言 『ジユザストJj仮416(1969.2) 39ベージ

2 ) 室井力 「地方自治止地域線発J rジユリスト』 間前 2 7ベージ
3) ill下鰭次、金獲憲法研究会 前掲討論 4 0ページ

4 ) 5 ) 室井力前喝諭交

6 ) 山下健次前掲発言

7 ) たとえば、室井力「地方公共団体κ対する滋君主探与J( r都市問題J1970.2)では、 「しかし問
題は、……溺民の日常4:活と具体的κかかわる地方自治休の議行政-施策が国家的鶏与によってL、かVζ
努められつつ中央集権的K'萄一化きれ、貫主乃自治を空洞化する績向があるかとL寸分析であり、それに

基く鑓家的鴻与の限界論をみい出すことであろう。 Je現状分析の必要性κふれている。

日〉 針生君主きは、地方向治論の憲法学的手写機嘆の「原点Jは、当弱、雪量法 13条におくべきであると L、ぅ。

それは、憲法 25条だと、霞家十亡よる広汎な人権の侵害の繍人的救済KI.、まだ限界があり、かつネォ。

ファシズムへの対抗原理としては、主士会権より自由寝に根拠をおく万が有効である、とL、う氏の発怨に

もとづいている(1 9 7 3・Pの公法私法研究会ーテ-"7・憲法学κおける地方自治論の干写機成ーでの
針生竣吉報告、および針生「統治轡迭の基本原理と動態J( r.現代の覧霊法論』敬文堂 19 7 0 )参照。
なお針生報告十てついてはジュリ必546参照)

9 ) レーニン記念シンポジウム実行委員会『われわれの当隠する鴎家・法の諮問題とレーニンJ1 9 7 0 . 
56ページ。なお、 19 1 7年党綱領改訂資料Kは、 r 3. 広範な地方自治、特別の生活条件と住民構
町立をも合地域には自治地域制。霞家の任命十てよる地区・地方官庁はすべて発止するj、 r8 周民教脊
の事業を民主的な地方自治幾繍の手代移すこと。学校の教育諜穫と教員の選定とに対する中央権力の干

渉をいっきい排除すること。教書官は夜桜住民自身κよって選定きれ、住民はのぞましくない教師を解任
する権利をもつjなど警かれている。

10) レーニン『同家と革命』岩波文庫 6 4ベージ

1 1 ) 兼子仁「怒法 23・26条、教留ま10条の体系的解釈J(法時44巻8号)、同『教資法学と教育裁

戦I]，ll(65-69ベージ〉、牧草E名『教予言権Jl( 2 0 5-2 0 7 ページ)、神間修「数字~Kおける関家
統制jと住民自治J(W季刊 教育法 2 Jl ) 永井完章一「特別活動の条件整備と学校自治J( W同4Jl ) 
大槻縫「職員会議と教育の自由 J(W同5Jl )、渡辺洋三「公教育と国家J(法時41巻10号)その他参照

1 2 ) 兼子仁「脅ドイツ托おける教師の教育爆の独立J( r季刊・教育~J j伝4) 千葉王手「西ドイツの教育

法関係文敏J ( r教育権理論の発展JB本教育法学会年報第 2号)など参照
13) 兼子仁 前掲論文参照

なお、 Pädago~ische Freiおeit der Lehrersの兼子氏の訳語κついては、妥当と怒われ
るo Heckel，Hans:ReChtliche Bindung und P証dagogischeFreiheit der 
Lehrers， in:Die Deutsche 5chule， 1966. 58Jg.， SS.398-406参照
また、民ドイツにおける伝統的団体8治の保母〈連邦制〉がただちK行政t亡おける民主主義の原理の確
立に逮続しないことは、以上の経線をみてもわかる。

1 4) Hecke 1 ，Hans 、a.a.Q.，5.398 
雪量子仁 節婦論文 1 6 7ベージ
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15) 業予 言者掲論文 170ベージ それによるとThomas Oppermannは、 f教員の教宵壌の独立jを

Autonomie der Kulturの一内容としている、という。

1 6 ) 兼子前渇論文 1 6 6ページ

17) 兼子氏はこの点で、 T . Oppe rma nnが「条理tてもとづきj (Kraft Natur der Sache)を、

予どもの「ひとしく教脊を受ける権利j (gleiches Recht auf Bildung)と結びつけて理論

機戒をしている点κ注目している〈務掲論文 1 ? 0ベージ)。とはいえとの権利、愛κはJedes
Kind hat Anspruch auf Erziehung und Bi ldung (子どもの教育への権利)が教婦

の「教育権の独立jや「学校自治j とどう嫌造物に結合するかは不務。

18) M. Lieherman自身の論文等につL、ては筆者は、未だふれてL、な川勝野尚行氏らのリ~ベノレマン研

究(主として名古屋三大学教育学部紀要援絞の rr教織の導門性J概念氏関する研究rIJJを努事告)の業
績を過してみたt浪りt亡おいて、参考となったという意味でとらえてほしL、。

19) 勝野尚行他務潟治文 3 8ベージ

2 0 )"ー 勾!荷 7 0 ページ

2 1 ) 間前 7 1 ベーシ

2 2 )湾総 3 8 ベージ

2 3 )司 1潟 7 1 ベージ

2 4 ) 偶発 3 8 -3 9ベージ

2 5 ) 教書官の教育委員立候織に対する占領耳まの聖書圧事件、教護費負組合の労働協約再締結κ当って明戦五(1 9 48 
年)などを想起されたL、。

26 ) レーニン「論文『ソピエト権力のき当頭の任務jの綬初の:草稿j1918.3.28 全集 27巻

2 1 0ページ大月議!苫

2 7) rクルプスカヤ選集 5~ 1 7・36ベージ 明治関重量 1 9 2 

28 ) マルクス fゴータ綱領批判』をさす。
2 9 ) クノレプスカヤ i地方自治体学校縄領Jrクノレプスカヤ選集5.1

草食2宣言 教育過程の構造と教管行政における自治原理

小論の叙述をて産めるにあたり、教師の教育過程(1)を、教摘の労{臨f&穣および認識過程の統一過程

とし、労働盈程を教育労働の技術的過程・教育労働の綴織的過謹にわけ、以上の諸過程の統一体(労働

過程・組議過程司認識過程 )(2)として教育7最程をおさえることとする。それぞれの過程の内容・相互議

係などについては以下各論で展開するが、その務提として労働過穣，lJIt念を適用したことの意味にふれ

ておきたい。なぜなら一般に労働1過程概念は8然素材の形態形成(31を蕊i翠する生産労働に適用され形

成されてきた概念だからである。いうまでもなく公けに組織された教育労働とその組織は、話量械街j大

工業に伴う生産労働の社会的分業の袋行に伴い、生産労働から分化し、相対的に独立した社会的分業

であり、教育労働は、労働過程の契;幾をなす労働力そのものの育成にかかわる労働であって、マノレク

スの労働過程論がそのまま該当するわけではない。

教育労働過程が労働過程とi可賀か異質かをここで問遜としているのではないし、If'f雪本命』第 5

編第5章第 1節で対象とされている労働過程が、教育労働過程と局長までないのは当然である。にもか

かわらず労働過程の議契裁とそのもつ意義、樹立崎係などは、教育労働過程においても特殊的に妥当

しうる。

教育労働過程分析に当り、一殺の労働過程論を前提としつつま変述を進めるのは、教育労働が、人

間的自然である対象(子ども)の変革を、手段を用いて自的意識的に突堤ずるすぐれて高度の合目的

労働として位置づけられうるからであり、労働の技術的過程と組救的過程との統ーとしておさえたマ

ルクスの労働過程論が内包する諸婆菜、その相互i謁係、構造等が、教育労働過程の様迭を明らかにし

-11 5-



教育常務紀著書 第 23号

その過程における教育労働の意義、更には教育労働における組織論を明らかにし、それを前提として

教育制度論を矯築していく上で有効であるからにほかならない。

ぐ設〉

1 ) 中野持者三は教育i局穫を，i士会的生活過程それ自身として佼皇室つけてL、る。!弓佳子κ「狭義の教育一計画量的κ
観織された独自的な社会的生活過程としての教育過程は、典型的には学校教育として現われる」とのべて

いる。筆者のここでいう「教育過程j とは、このf奏者の意味としてである。参照、中野徹三「教育の本震

と人問視J(日本畷号室テスト研究会『現代教育研究 るJ 196919-20ベージ)

2 ) 芝回選午『増繍改訂 現代の精律的労働J三一書房 1 962 240ベージ

3) ""7ノレタスは、この点を生産物の側頭からみて「彩穣変化」といっている。参照 『資本論J([jl)民交際疲
(2) 65ページ)0 r形態形日立j については、"tar人間性と人格の理論J(64~65 ページ)参照0

4 ) 教育労働;母程論をマノレタスの労動過程論とのかかわりで論じているものとしては、とりあえず、 『講座

民主教育の理論 下J(明治図書"i 1 9 6 7 )所収の中野徹三論文(3 0ベージ以遣を)および中野前潟論
文。芝ar教育労働論J(前掲 f現代の精神的労働』所収入 H.カノレラス『マノレタス主義教育学の
傍想!j] ( 4 1ページ)など参照。なおマノレタス自身も、教育労働を「非物質的生産Jの場合の内のf(2)生

産物が生産行為から分離されえ7品、場合j として位置づけている(r直緩的生産過程の議結果j国民文庫
版 1 2 4・5ベージ)。

第 1節 教育労働過程

労働過程は、一方で労働そのものが、労働手段を媒介として労働対象の形態形成を実現するとこ

ろの技術的過程と、他方では労働相互間の関係としてあらわれるところの組織的過程(協業・分業・

管理労働などの〕との統一過樫として抱握される。本論は、かかる労働過程の構造を前提としながら

教育労働過程の構造と特宮を明らかtこする作業を通して、教育労働の制度形態 f教育労働組織)を規

定する基友康:旬を明らかにする。その際、教青労働の桟術的過稼に相当するものを教育労働の技術的

過樫、また線織的過程に相当するものを教育労働の組織的過程とする。

1、教育労働の技術的過樫

教育労働の技術的過額の諸要素は、教育労働そのもの(合芭的的教育活動)、教育労働手段、教

育労働対象であるo教育労働そのものは、教師自らの肉体的・精神的能力の活用であり、教育労働手

段は、本震的には「教育内容Pl実体的には教材であり、教育労働対象は子どもの発達諸能力である。
そして教師は、自らの数育労働力を使用しつつ、教育労働手段を媒介として、労働対象である子ども

の諸能力の変革を実現する(教脊労働対象の形態形成の実境12))。

以下これら諸要素の内容・符護・相互縄係を明らかにしつつ数育労働の組織を成定する原壊の考

察に入ることとする。

(1) 教官労働そのもの

教育労働力の構成要繁

教婦の教育労働力は、精締的能力と肉体的能力の統ーであり、精神的能力が、{イ)自らの身体的議

器管の規制・統制能力 {ロ}労働対象および労働手段の鋳造、法射性の認識能力および向者の相互作用

を自らの行為を媒介として総織する能力 付完成さるべき労働の結果を g的として表象する能力(目

的表象能力)を主婆な構成要素としている点は、労働力一般の場合と選本的にi渇嫌である。
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以上の点をおさえた上で、教育労働の侍殊性に却応しつつ、教師の教育労働力の構成要素をより

具体的に規定すると以下のものが考えられよう。

(1)基本的教育目的の実現の保障となる具体的・個別的教育g的の表象能力と、基本的教育g的の内

部構造の体系の形成能力

(2) i現代科学が明らかにしたもっとも一般的・基本的な概念や法則およびそれらの連関の体系その

ものであるJところの「環代科学の構造Jと、それの「正僚な射峡」としての「教脊内容の構造j

の形成能力、およびこの「教脊内容の僑造Jに規定されつつそれが「実体として加工」された「教

材の構造と授業過程Jを形成する能力(31。

(3) (lX2)を萌提としつつ、それとの閣係で、 「人間的自然」であるところの子どもの諸能力の発達の

法郎性の認識能力(教育労働過程を通して)。

(4) 教育労働対象である子ども(学習集団)の学習の組織化の能力(教育労働そのものは、子どもの

保Jjからみると子どもの認識の綴織的過程の主要な契機をなしているい

(5) 教育労働力集団(教師集団)の組織化の能力。教脊労働の技術的過程に照応していかに教婦が教

育労働の組織的過程を組織するかとし、う能力(なおこの能力は教育労働の組織的過程にかかわるも

のであるので、ここでは必要な凝りにおいて触れるにとどめる)。

これら諸要素を前提として、以下では「教育労働そのもの」の侍質安明らかにしたい。

科学労働・技術労働の結合労働としての教育労働

(2)の「教脊内容の構造Jの形成、 「教材」とその「構造・授業過程」の形成自体は、必ずしも

f教育労働そのものjではなくその不可分の前提作業である。それはまた独自の科学領域を形成す

るところの対象でもある(教育斜学領域)。教育科学の成巣は、教舗の教育労働力、教育労働その

ものおよび教育労働手段に対象化されて、教育労働過程は成立する。教育労働そのものと教育科学

は、実践と理論のi鶏係といってよく、今日では教育科学の前提なくして、子どもの形態形成の縫実

な実現はありえない。

ところで、科学労働一般は、科学者が特定の研究対象にみあって科学労働の[労働手段J( 

験手設、計算手段などの)を設定し、それを媒介として対象の構造・変化・発展の法即位を明らかにす

る。そこでは科学者が「労働手段Jを支配し、自らの科学労働を媒介としてこの過程は成立する。

他方、教育科学の対象およびその基本謀題は、教師の教育労働過程と子どもの形態形成過程と

の統一過程における子どもの形態形成の必然伎の論理の解明にある。そしてこの形態形成の必然性

の論理は、「教育内容の構造」更には「教材・授業過程Jに対象化され、内包される。そして教育科

学の科学労働の主体からみた場合、 f教育内容の構造J(および個別教育内容)、 「教材の構議・

綬業過程J(および偲別教材・個別授業過程)および教育労働そのものは、その科学労働の「労働

手段Jを構成し、教育科学者が「支自己jずる対象である。なぜなら以上の諸要素を支必し得ないl痕

り教育科学の成立の前提が失われるからである。しかし、ここで[教育労働そのものJは、教育科

学の研究主体からみた場合[支度目Jの対象としての[手段jに位置づけられ得るものかどうか、或

いはそう位長づけないと教育科学は成立しえないものなのかどうかが検討されなければならない。

子どもの形態形成を必然化ずる論理が対象化されるところの「教育内容Jは、それがそのまま

教育労働過程の教育労働手段に位置づくものではなし、o l'教育内容Jvi.， 一方で直接的な教育労働手

段としての教材とそのE!cfUに実体として対象化されるとともに、他方で教d聞の教育労働能力に対象

化されることが必要条件である(この点では、たとえば自然科学の成果が生産労働に生かされる場

-117-



教育学部紀著書 第 23号

合、その成果は主要には労働手段に対象イじされる。その際、その成果が生産労働に直接従事している

すべての労働主体の精搾的能力に対象化されるということは、必ずしも絶対の必要条件となるもので

はない。)

なぜなら、教育労働において形態形成が実現される主体は、自然素材そのものではないところの

子どもであり、子どもの認識能力そのものだからである。子どもの認識過程は対象反挟過程と組織的

過程との本質的統ーであり、 「教育内容」の対象化された教材は子どもの直接的認識対象であれ他

方この対象を認識するための組織的過程の主要な契機は、教富市の教育労働そのものである。そして、

子どもの認識対象(教材)が内包している諸概念、法則等はそれ自体としては、子どもにとっては

「一つの表象JI一つの名前J(4)ないし「形式的概念Jにすぎないものであり、それが子どもにとっ

て「主観的概念Jから「客観的概念jに転化するためには、子どもの思惟過程の契機をなす判断

(Urteil)、推理(Schluメ?)等の思考過程が意識的に組織される必要があり (5) 教師の教湾労働

そのものはこの過穫のもっとも主要な契幾として位置づくものであり、これなくして子どもの形態形

成は実現されえない。その意味で教邸の教育労働は、教育科学の検薮労働であり、教育科学の形成に

当つての不可欠の科学労働の官民域を形成する。

以上のことから、 「現代科学の様造JをlEiI窓に射影したところの[教育内容及びその構造Jは、

直接的教育労働手段としての教材に対象化され実体化されるばかりでなく、教締の精神的能力に対象

イじされていなければならないことが磯認されうる。

さて以上の点を前提として、教育科学の科学労働の主体である研究者と、この科学労働の「実験

手段Jとして位寵づけられた教育労働そのものの担い手である教富市との関係をみてみたい。 I現代科

学の構造jが正確に射影されるところの「教育内容」が教師の精神的能力に対象化されるということ

はどういうことか。それは.教舗が単に「教育内容とその構造」を把握し、それに自らを適応させれ

ばよいということではない。教育科学労働の主体が「教脊内容」に関係計ると同じように、教師自ら

もそれに鵠係し「教育内容」を支配し、規制し、形足立するということでなければならなし、。なぜなら

教育科学が仮説として設定した子どもの形態形成の必然性の論理は、他方そのまま教師自らの論理に

実質的に転化していないならば、授業における組織過程を自由に規制し、組織しえないからであり、

かっ仮説としていた論理が子どもの形態形成の必然の論理にな 4 ているかし、ないかは、なによりも直

接その教育労働を組織する教嫡が検証できうるところだからである。つまり「教育内容とその構造J

の形成、 「教材の構造・授業過程Jの形成という教育科学の独自の領域における諜題は、教育科学者

の課題であると同特に教師自らの諜題であり、教痴ほたえず教育労働過程を媒介として、 「教育内若手j

の構造・体系性、および教材・授業過程の総体をs今味し、検証し、かつ新たにそれらを形成していく

主体であり、かかる意味で教育科学の形成の領域のにない手であり、教師を教育科学労働の主体とし

て位援づけることが教育科学の形成・発展の五重要な契機となるのである。要するに、科学労働として

教育労働が位置づけられ、教師の教育労働過程が教育科・学の検証・形成過程として佼龍つeけられない

ならば、後笥科学の形成は不可能であり、その帰結として子どもの形態形成の必然性の解明は不可能

となる。このことは、教育科学の形成においては、教育科学者(および科学者)と教婦との共同の科

学労働を不可欠とすることをも意味する。

以上、教育労働のもつ科学労働としての側邸宅どみてきた。つぎに、教育労働のもつ技術労働とし

ての側節をみてみたい。教育労働は教育科学の成果を意識的に教脊労働i議援に適用するとしづ意味で

技術労働といえる。一般に生産量労働においては、 「労働の技術的過程は、技術的労働と科学的労働に
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分化J(O) し、かかる分化はそれ自体生産力の飛躍的鉱大と人間による自然の支記・規制jを一層確実な

ものとしてきた。他方、教脊労働の場合、科学労働と技術労働は教師において統ーされた過程として

存在することが、子どもの形態形成を必然化する前提条件となる。これは、教育労働における対象の

性筏に規定され、かっその反映としての教育労働の特殊性といえる。

なお、教育労働過程における技術の問題は、教育労働手段の叙述部分で触れるが、教育労働のも

つ技術性(r客観的法別性の意識的適用Jとしての教育労働(71)は、教育科学の存立基盤が子どもの
形態形成の必然性の論理を教育労働過程を通して解朔する点にあり、かつ教育労働そのものは、子ど

もの形態形成を実現するところの形態形成労働にほかならないことの必然的:締結である。教育労働の

もつ科学労働性は、教育労働のもつ技術労働性を媒介として実現し、叉後者は前者なしには存立しえ

ないと同時に、前者の側面を一層高める契機となるのであり、教育労働はこの南側面の不可分の統一

体である。ここから、教育労働における学問の自由(数育科学の形成)、教脊の自由(教育科学の成

果の検証・適用労働)の両者の保障が必然的帰結としてでてくる。教育労働においては、学問の自由

が保障されることはとりもなおさず教育の自由の保倖であり、教育の自由の保障は学聞の自由の保障

でもある。前者のみが保障され、後者が保障されないのは、それ自身背理である。同時に両者は、子

どもの形態形成の必然性の洞察とその実現(子どもの学習権の実現)とに収赦されるのであり、この

ことは、 f子どもの教育を受ける権利Jの内実がとりもなおさず教師における「学問の自由Jr教育
のEIffiJの保障である、ということを意味する。教育労働のもつ性絡から規定されるところの教育総

織の規定原理が、 「学問の自由Jr教育の自由jでもあるということである。
会問的的労働としての教育労働

つぎに、(1)の教育労働力の構成要素とかかわって、教育呂的と教育労働(合g的約労働)との関

係を考察する。

いうまでもなく、教育労働のもつ意義は、それが合目的的労働であり、労働対象にB的を実現す

る労働である、という点に求められるo ~、いかえれば、教育労働の主体は、目的表象能力のにない手

そのものであるということである。教育労働の技術的過程が無秩序無統ーにならず、無目立句な試行錯

誤にならない為の条件は、教育労働力のもつこの目的表象能力に求められる。教育労働が合8的的労

働であるということが、とりもなおさず教育過程の成立の基本的要件であるといえる。 (81

この点〈数育g的と教育労働の技術的過程とのかかわり)を立ち入って考察する。

まず基本的な点として次の 4点をおさえる必要があると思われる。

(1) r人間の目的iま、客観的世界によって生み出されたものであり、その世界を前提としているJと

いう点

(2) 合目的的活動は、客観的役界の法則性に依存する、という点

(3) 合目的的活動の実現は、手段により可能となる、という点

(4) 合図的的活動は、 「真理J(概念と客観との合致としての真理)への織丘の媒介物である、とい
う点(9)

(1)について。公教脊が社会的共同事務として組織されてきた歴史は、とりもなおさず、それ安組

織{じする「目的Jが社会的に形成され、社会的に独立した機能として、公教育の社会的意義合縫認、し

てきた歴史にほかならない。 r実際には、人浦の目的は客観的な没界によって生み出されたものであ
り、その世界を前提とし・…・・それを与えられたもの、現存するものとしてみい出す世田」のである。教

育が公的に組織されてきた歴史をみるならば、その形成過程はともかくとしても、 「社会的合意Jと
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しての教育g的に従属してこなかった教育は存在しない。後育がより公的に組織されればされるほど

この教育目的は、教育をそして教育労働主体まで拘束してきたのである。その教育8的が実!1t的に

rffil民的合意」であったか否かは別としても、このような教育目的と教育労働とのかかわりは否定し

えないといえる。そしてその社会が階級的に利害の対立が存在する場合には、この目的は「異り対立

した目約」とし℃形J来される。そこでの fEl的の基本的合意Jは、 「たたかいぬかれた社会的闘争の

歴史的総括としてのみ可能」日1)であるが、実際には、支配的階級の科書にかかわって形成されてきた

「目的Jが、法的、行政的強制力を獲得し、他方の fEl的jを排l徐しつつ公教育の組織化の基本方針

として浸透する。しかし、ここにおいてはかかる対立関係にある「目的jの「社会的合意Jは、結局

留家の統治形態、政府形態のあり療にかかわる問題であり、民主主義の発達の度合にかかわる問題で

あり、かっ実質的な「社会約合意Jの形成は、とりもなおさず階級対立の止揚の問題であることを確

認して先へ進む。

(2)について。教育労働が合包拘的活動であるということは、教育労働の包的意識的実践は、客鋭

的役界の法則性に依存してのみ可能だということである。 f人間は、その実践的活動にあたって自分

の前に客観的世界をもち、それに依存し、それによって自分の活動を規制するJのであり、 「外界す

なわち自然の諸法則は人間の合目的活動の基礎であるJ~2l 教育労働の場合の対象的世界(子どもの
形態形成)の法別姓は、自然的物資の物産主・化学的諸法則ほど単純ではないことは肯定せざるを得な

い。そこには比較的安定した法則性も存在するが、依然として不安定・未縫定の分野はなお残る。し

かし、この事実は、教育の目的と合g的的活動とが客観的世界の法則性に依存しなくてよいというこ

とを意、味しはしなし、。だからこそ、教育労働は、その対象の形態、形成の必然性の鮮明において、既成

の成果に依拠しつつ、たえず対象の形態形成の必然性のf陸連の形成とその検証を自らの課題とし、対

象的君主界の合法郎性にせまり、それを基礎として自らの活動を段捕しなければならない。そしてこの

活動は、教育労働の対象である子どもに依存する。対象の形態形成を総体として実現できない場合に

は、あらためて自らの「推理」と f手段jを吟味し、一歩でも対象的世界の合法則性にせまらざるを

得ない。そしてかかる実銭のサイクノレが、教育労働の「客観的世界の法郎控Jにせまる唯一の過程で

あり、後育労働という合図的的活動の基礎を形成するのである。

(3)について。教育労働における目的および対象の形態形成の推理は、 「手段」に客体化されては

じめて対象と結合し、その結巣として対象の内にg的の実現をみい出す。 f目的は手段によって、客

観性と結合し、そしてこの客観性の内で、自分自身と絡会ずるJ、 「手段は目的の実現である後壊の

外的な媒概念である。したがって目的の内にある緩性的衣性は、手段の仁村で、それがこのような外的

な他のものの内で、またまさにこのような外街性を通じて自己を保障するものであることを示すので

ある ωJとする指摘は重要で、ある。教師が目的を自ら表象するということは、 「目的の実現である

推理の媒概念jとしての「手段Jを自ら形成し、支配しうるものでなければならない。教育労働の目

的であるところの子どもの科学的認識の発達の保障という「理性的衣性jは、手段のもつ科学性に依

拠してはじめて可能となる oそしてこのことは、手段がg的に規定されるということとともに、手段

のもつ独自の意義を物語る。つまり手段のもつ科学位それ自体、独自の領域で究明され、蓄積されて

いくものであり、 g的とは相対的に独自に形成されつつ、何時に目的のもつ「法性的本性Jの実現の

展墓を開くものである。それ致、目的の設定者が、ただちに手段の形成者となるものではなし、。手段

のもつ独自の領域があるからである。つまり、 「客鋭的役界の法則性」が対象イじされた手段の形成と

その手段を実践の過程で支配し規制する労働そのものがあってはじめて図的は実現されるのであり、

120-



教育行政Kおける自治原理の基礎約考察

かつ目的そのものとは椴対的に独自のこの過程があってこそ、はじめて「目的jのもつ「主観的理念」

「理性的本性」は、意識的目的に転化い数育労働力のもつ 113的表象能力jは実質を伴うものとな

る。ω 「手段jが教婦にとり強制されたもの、疎外されたものとして位置づけられる条件の中におい

ては、かかる rl3的J1手段Jr実践J1客体的世界と目的との結合Jの統一的整会性はi濁られず、
けっきょく、包的のもつ r::t鋭的理念J1理性的家法jはそれとしておわるか否定されることとなる。
(4)について。以上みてきた「目的J1手段J1実説J1客観的役界との結合jの相互認係を認め

教育労働の綴織論の基本原哩に位置づけることは、教育労働における「真理への後近日5lJを可能にす

る教育科学の形成の基家的前提である。そして、教育目的を実現する過震での教育科学および教育労

働の固有の任務を認めることが重要である。合g的的労働である教育労働が、数縞にとり強制jされた

労働ないし非8的意識的活動であるならば、教育労働における「真宮室への媛近Jは不可能であるばか

りか、教育労働のもつ社会的意義・責任にこたえうるものとはならない。

また数脊労働の目的は、子どもが自らのおカ逸れている客鋭的世界を事実にもとづき.より科学的

に把握でき、入閣と自然、人間と人関との関係において自らが主体的・意、識的にその世界を規制jし、

昔話調}しうるための基本的諸能力を形成する点にあるのであって、その怠味からしても教育労働が「客

観的役界の法則設に依存Jずることは、教育労働存立の基本的前提である。

以上の意味において教育労働(合g的的活動)は、 「真理への筏近Jの媒介物にほかならなし、。

教育労働が目的に規定されるということとそこでの致育労働及び手段の独自の任務(救育科学の

形成とその意識的適用〕を認めることとは矛盾しないし、かっその保津なしには数育g的を実現する

という教育労働の社会的責任は巣たしえないといえる。教育労働における「学閣の自由J1教育の自

由jの保障と、 「社会的合意Jにより形成された教育8的の実現に教締が社会的責任をおうというこ

ととは表哀をなす縄係に位置づくのであるJm

以上、教育労働力の構成要素と役育労働そのものが教育労働過程においてもつ意義についてふれ

てきた。

一応、ここで凌揺しておくと、教育労働過程における主体的労働条件である教育労働は、そこに

おける客体的労識条件mとしての教育労働対象の形態形成の実現を、教育労働手段を媒介として関る

労働である。そしてその実現の為に教育労働に要求されるものは、科学的認識に裏づけられた目的表

象能力と、その包的を実現するための教脊労働手段の形或、教育労働手没と対象との相互作羽の組織

化、労働過程そのものを対象としての認識の科学化、教育労働過程から形成されてくる一定の科学的

認識の成呆の労働過程への再適用などである。いいかえれば、子どもの形態形成という合g的的活動

は、教育労働のもつ科学労働、技術労働としての劇場がF統一的に教必自身に保障されていてはじめて

可能となる。

そして以上のf設備は、教育労働過程において救育労働の主体がこの過援を直接に支記しうるもの

としてがj度的に保i察されていなければならないことを要議する。この要請にこたえたrfjIJ度的保障概念

が、教婦における「学問の自由J1教育の自由J(教餓の教育准の独立)であり、両者は[教脊を受

ける催柑j保障の重要な契機をなすとともにまた、同時に、数脊のほ華民に対する[社会的直後責任J

(例えば、教義法 10条1~質の如き)を実現するよでの不可決の前提となる。
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ぐ註〉

1 ) ここで「教管内容j として定義しているものは、潟村泰雄 f教授学研究の方法論的諸情題(その 1) J 

(北大教育学部紀要第 19号)論文におけるそれである(8 -1 0ページ参照 )0

? ) 芝田『人間性と人格の理論J64-65ベージ。
3 ) 潟村前織論文 8ベージ

4 ) レーニン『哲学ノーは国民文庫版(上)1 9 3ページ

5 ) 防総 1 4 7ベージ参照

6 ) 芝悶『現代の精神的労働J 4 6ページ
7 ) 武谷三男「後術論J r弁益法の諸問題』理論社 1965 190ページ
8 ) この点κついて、 HeinzKarrasは「教管者の労働活動主しての教育は、社会的な教育8僚に従属
ずる、あらかじめ確定きれた寺普段擦に向けられているべきであり、そしてその遊行の途中でもま十厨がた

てられ、統御がなきれなければならなLづと Lている。ハインツ・カノレラス『マノレタス主義教育学の構

怨』 田中昭徳訳 4 3ベ四ジ 明治図書事 1 963 

守) レーニン『哲営ノ…ト』闘民文庫版(上)1 55-1 6 1ベージ参照

1 0 ) 伺前 159ベージ

1 1) llf口正之「現代の筏術革新と管理労働の社会化J r現代と思怨Jj伝12 3 6ベージ 青木警官
1 9 7 3 

1 2 ) レーニン n君主主ノート』国民文庫版CJ二)1 5 7ベージ
1 3 ) 同 音寺 159ベージ

14) カノレラスも持号機するように、教育労効そのものは、意識的・段的志向的活動であり、それが故κこそ教
制は期待きれる労働の成果についての明篠な観念の樫爆が要求され、労働の結果の思考的先ぎ取りがな

によりも数時国傍人において要求きれるのであり、その成果達成のための手段、万法の熟考、及びその過

穫のコ Y トローノレ、結果の評価等の稽力が要求される。カノレラス 前掲c~ 39・40ベージ参照。

1 5) vーニン『哲営ノート』 前渇 16 1ベ-:/0

1 6 ) 教育労働における f常時の自助J fj教管の自A3Jと教腕の「社会的簡援資任Jとの関速については、世

界科学労働者逮盟「科学労働者憲章j の以下の指婚が党考となる。

fjiヰ学労働者は、もし彼らがその才能を十分に発摩することを可能ならしめる諸条件のもとで働い

ているならば、しかもその場合にのみ社会κ対する彼らの変任を十分にはたすことができるのであるj

「科学の維持と発達とに対する主要な責任は、科学者自身がおわねばならぬ。なぜなら科学者の

みがその仕事の本性と物議が必要ときれる万向とを理解することができるからである。しかし科学の使

用κ対する資任は、科学者と一般大衆との逮帯資任でなければならなL、0 ・・・ それと何時に2士会自身
は科生誌によって提供きれた議可能性を評餓し、また利用する怒力と進んでそうする意思、とをもたねばな

らね。これは自然科学ならびK社会科栄の万法と結果をひろく教育することを滝じてのみ逮或きれる。 J

(パナーノレ 『歴史における科学TVJ 7 5 5ページ みすず怒溌 1 9 6 1 ) 

1 7 <'ノレタス『薩接的生産過程の議事吉巣』 国民文庫絞 1 8ページ参照

(2) 教官苦労働手段

一般に、労働手段とは、労働過程の中にあって[人晴の活動が労働手段によって、一つのあらか

じめ企図された労働対象の変化をひきおこすJところの不可欠の媒介物であるといえる oつまり、労

働王手段は、人閣の労働が労働対象のもつ可能性(ma t terとしての存在)を現実性(formとしての

存在)に転化させうる媒介物である。(1)

f教育労働手段Jの定義
まず、 「教育労働手段」の定義にふれておきたし、。教育労働手段の定義としては、たとえば、

[学佼・教材・実験用具・….. Jとか:2)r教婦の人権的存在全体」が教育労働手段であり「黒板・教
科冬・かけ関……Jは「補助手段Jとして場定する例(3)がある。前者は、教育労働手段が技術的過程

においてもつ意義との関連で規定の仕方に阻雑さがあるのに比し、後者は前者のもつ欠簡を一歩克服

したといえるが、(4) 教育労働手段のもつ意義を教育労働の技術的過程・組織的過程の統一過程の中で
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おさえるべきものと思われるのに、技術的過程においてのみ規定している点で、なお疑問をいだく。

筆者は、教育労働手段を、本質的には体系性をもったところの「教育内容Jであると考える。そ

して、すでにふれたように、この「教育内容Jは一方で実体として加工され、得議成された教材とそ

の配列(直接的労働手段)に対象化され、他方で教育労働力(および教育労働そのもの〕に対象化さ

れる(かかる復緩伎が教育労働手段の規定に一定の混乱を生みだしているいとはいえ、教育労働対

象の形態形成に本'資的意義をもつのはこの f殺育内祭jであり、その湾系である。 r報管内容」のも
つ「もっとも一放的、基本的な概念や法則およびそれらの連関の体系そのものJ~、教材、教育労働

を媒介として子どもが認識し、かっそれらを自らの客観的慨念として支配し、規制しうるようになっ

てはじめて子どもの形態形成が実現されたといいうるのである。教育労働そのものが、 「一つのあら

かじめ企図された労働吋象の変化をひきおこすJところの不可欠で本質的な媒介物が、 「教育内容」

といえる。

そして他方、教育労働手段の本賓としての「教育内容」の体系性・統一性こそが、教育労働の社

会化(共同化(5))の主著書な契磯でもある。機械君主!大工業において、結合労働・共純労働 f協業)が労

働王子段の「技術的必然(6)Jであること、つまり労働の社会化の契磯が労働手段の体系性にあることは

教育労働にあって教育労働の社会化の契機が f教育内容」の体系性・統一性にあるということと照応

する。労働手段が生産過程において崎別労働と結合労働とを結ぶ環であると向じように、教育労働手

段の本賀であるところの「教育内容Jは教育労働における個別労働と結合労働とを結ぶ環であるとい

える。マニユプアクチュア期における労働組織の分割原理が[主観的」であったのに比し、機減刻大

工業においては「客観的分割原理Jに転化し、その契機が労働手段そのものの変革にあ?た。 労働

手段が労働組織におよぼすこのような規定性は、教育労働手段と教育労働総識とのi習にもみられるの

である。教育労働手段は、一万で教育労働の技術的過程において対象の形態形成の不可欠の媒介物で

あるとともに、他方では教育労働組織のあり様の規定要国でもある。

教育労働手段を f教舗の人格的存在全体Jとする務記規定は、労働手段のもつ以上の意義を十分

認識していない規定といえる。たしかに、 「教育内容Jは[教師の人格的存在全体Jに対象化され、

かつ教育労働対象の形態形成において主婆な意義をもつのであるが、このことは「教育労働そのものj

が教育過程においてもつ意義に集約されればすむことであると思われる。俄:!JIJ労働と結合労働を結ぶ

媒介が労働手段であり、かっ子どもの形態形成にとり護要なのはこの結合労働が生み出す教育力であ

るということからして、教育労働手段は、本質的には「教脊内容Jであり、実体的には「教材とその

配列Jと規定すべきものと思われる。

それでは、 「学後・実験器具・黒板・かけ悶…..Jなどはどのように位置づけうるか。結論的に

は中野徹三氏の規定する如く教育労働過禄における「補助手段jとして位置づけてよいJ8) マルクス

の労働過程諭でいうところの f補助材料」に穏当するものとして佼霞づけられJ9) 佼舎・机・黒板・

照明具等々は「労働の遂行そのものの防け」として「繍幼手段」を織成し、議勤用具・筆記用兵など

のように労働過程の中で「消費されるJところの f締幼手段jとして位聾づけられうるものもある。

これら「補助手段」として位置づく教育労働手段は、 「補助Jであることによりその意義を低下する

ものではない。教育労働を組織していく上で決定的に重要なものも含まれる。被i功手段は教育労働を

合目的的に遂行する上で、必要なものでその教育労働のあり方に規定されて存在するものであり、そ

の意味で教育労働の主』本がきめられうるものでなければならな~ '0(1曲

教育労働の按術性と直後的教育労働手段
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教湾労働手段の本質規定が[教育内容Jにあり、かっこの[教育内容」のもつ体系性・統一性が

教育労働をして結合労働たらしめる契機であることについてふれてきた。以下では.教育労働過程に

おいて腐接に使用される教材(とその記列)などの直接的教脊労働手段の意義とその性格についてふ

れたい。

「教育内容とその構造Jの実体イとされ加工されたものとしての数件(とその構造)は、多様

であ行うる。なぜなら「私っとも一般的・基本的概念・法則・体系Jな£で構成されている註会的現

象、自然的素材は本来多様で復雑で総合的であるからである。だからといって客観的世界の認識にせ

まりうるところの、加工された子どもの菌接的認識対象(教材)が多様のままとどまってよいという

ことではない。児童の形態形成を必然化するところの一定の普遍性をもった教材の形成が必要となる。

直接的労働手段である教材の一連の体系および一連の授業j愚容などは、教育科学が一定の水準に

達した段階では、技術としての一定の普遍的性格をもちうるものとなる。これは、その教材を使用し

授業過程を組織する教育労働の過程が「客観的法則性の意識的適用」過程として位置づくよ巧になれ

ば~るほどそうなる。 r人間はこれらの反映(対象物世界0， 人間の脳髄への反映一筆者註)の正しさ

を自己の実践および技術のうちで検証し、渡明しながら、客観的真理に到達するJ(Jl)のであり、 「人
世器

開は主観的理念から『実践J(と技術)を経て客観的真喜重へ進んでゆく Jo なぜなら、技術はその本

質において「外的諸条件 f自然の法則)によってそれらが規定されている」(13からにほかならない。

教育科学が、教育労働過程で検証を経ながら明らかにした教授法郎(子どもの形態形成の必然性

の推理)Ii.. r客観的法則性の意識的適用Jとしての技術(技術労働)を賄トとし対象の変革を可能と
する。教育科学は、教育労働なして普遍鈎技術労働たらしめ、かつ霞疑的教育労働手段の形成におい

て、技術性をもっ教材の形成を可能ならしむる。教育労働の主体は、教育労働および直接的教育労働

手段が技術性を確立し得て、真に自由になりうる(r自由とは必然、性の潟察である」ω とし、う意味で

の自治)0 そして、臨接的教育労働手段が一定の領域で、技術性を獲得するや、それのもつ普遍性を

媒介主して、その領域での他の教般の教育実践の技術性を高めうる可能性はそれだけ大きくなる。教

育労働(実賎)が技術にまで高められること、直接的教育労働手段が一定の体系性を形成し、技術性

を獲得することは、教育労働が「主観的・心理的・個人的なる志のであり、熟練によって獲得されるJ

ところの「技能J世田の段階にとどまぺている事態を基本的に変えうる。 r技術」としての教育労働に
転化することは、子どもの形態形成に総体として社会的責径を負う教育労働にとっては不可欠の課題

である。直接的教育労働手段の形成のもつ:意義とそのE重要性は、以上の指織との舗速で把握される必

要がある。まさに[技術は、これ(技能一筆者註)に反して客観的である放に、組織的社会的なもの
11自

であり、知識の形によって倒人から倒人へと伝承ということが可能なのであります。 J

そして、 「技能Jとしてとどまっている教育労働の段措に郎志する直後的労働手段をして、 [技

術jの段階に照F忘するそれに高めるための前提は、教師における[教材選択の自由Jであり「教育諜

震のEj::l三編成jの制度的保障であるといえる。 r教育内容」およびi直接的教育労働手段は、このよう
11百

な条件の保障の中ではじめて「人間的労働力の発達の測度会J としての意義をもちうるものとなる。

教育労働手段の体系性

教育労働手段は、子どもにとっては認、識の対象であり、子どもはそれを媒介として客観的世界の

認識に到達しうるのである。かかる意味で教育労働手段が、体系性・統一伎を保持しなければならな

いことは当然である。ここで問題としたいことは、 [もっとも一枚的、選本的な概念や法則およびそ

れらの連関の体系そのものである」ところの「現代科学の構造Jが、どうような頗序性・規別性をも
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-、て配列されて「教管内容Jの基本犠造を構成するか、という点である。

子どもにとって客観的世界は‘はじめは「忠僕と概念を欠いている対象Jとして、また一定の概

念が与えられたとしてもそれは、 「一つの表象jあるいは f一つの名まえにすぎない」のであり、他

方客観的役界の「対象がその真にあるところのもので有るjようになるのは、 「思惟諸規定および概

念諸規定のうちにおいてである」といえるJ1田子どもは、もろもろの鏡念とその相互の諸関係をとお
して、はじめて客観的世界の認識に到達しうるのである。このことから教育労働手段は、子どもの思

考が客続的世界の対象にせまりうる概念体系の総体として形成されている必要がある。また、子ども

にとり、かかる概念体系は、主義にそれとして記憶の対象になるのではなく、その認識の主観性が客観

性に転化してし、く過程に必要な推理を絶えず保障しうるものとなっていなくてはならなし、。 r主観性
は般理を通じて客観性へと展開していくJ([9) のである。それ故、若葉念体系としての教育労働手段は、

かかる二子どもの主観性に依存しつつ、その認識能力の発達レベルにおいて子どもに可能な推理を通し

て客観性にせまりうるそういった概念体系の規則性の総体として形成されていることが重要となる。

概念の認識レベルでの発達が、 「始元におけるまったくのグ形式的11な概念から一判断(Urteil)

へ、それから一推理(Schluji)へー最後に成念の主観性からその客観性への転化へJ仰という道

筋をとるとするならば、かかる道筋を前提としつつ、個々の観念、概念体系の規郎性を教育労働の実

践と検議Eを経て、教育労働手段の総体〈体系)にまで高め形成していくことが、教婦にとっての怪務

の基本にすえられねばならないし、このような教育実践ねぎには教育労働手段は形成されえなし、。教

育労働手段は、教師個々の及び集自のこのような実桟・検誕の結果の集積された総体として自らを形

見えしてはじめて一定の体系をもった「教管内容jとなる。

そして、教育労働手段が一定の体系をもつことは、とりもなおさず教師儲々の教育労働を結合労

働として結びつける。教育内容の体系性は、教育労働の結合性に対象化されるのである。労働手段が

f人間的労働力の発達のtl!IJ度様であるだけではなく、労働がその中で行われる社会的務調係の表示器

であるJ仰とするマルクスの指摘は、教育労働手段の場合においても基本的に妥当する。

く設〉

1 ) マルクス『資本論j 国民文庫版 (2) 65ページ

2 ) 芝III進午『増補改訂現代の精神的労働Jl 2 7 7ベージ 三一書房 1 962 

3 ) 中聖子敬三「教育の本質と人絹観Jr現代教育研究 6Jl 2 1ページ 日本標準テスト研究会 1969 
4 ) 伺前 2 2ページ

5 ) 労働の「社会{七j を「共同化Jと同義務に使用している封書織としては、マルクス『夜接約生産過程の議

結莱Jl(濁民文庫版85ベージ そこでは「社会1とぎれた(共同的な)労働の生産力J)、 f資本論』
(箇民文庫板(3)1 25ページ f機械は……直接に社会fとされた、すなわち共同約な労働κよってのみ
俊緩ずるJ)など参照。

6 ) マノレタス「こうして労働過程の錫業的性格は、今では労働手段そのものの性質κよって命ぜられた技術
的必然となるのであるoJ ( r資本論』 国民文庫版:(3) 1 25ベージ)

7 ) マノレタス『資本論J 国民文庫版(3) 1 1 5ページ
8 ) 中野徹三「人間変革と教育の理論Jr講康民主教育の理論下Jl 3 2ページ 明治関禽 1 9 6 7 
9 ) マルクス『資本論J 盛氏文庫品質2) 6 6ページ
1 0 ) 教育の「内的事項。外的事項J論は、この点からも静今味される必要がある0

1 1 ) 1 2 ) レーニン f哲学ノーリ 盛氏支態板〈上)1 7 0ページ
13) 同蕊 158ベージ

1 4 ) 武谷三男「技術論J r弁証法の議j笥緩Jl 1 86ベージ
1 5 ) 間 務 1 86 -7ページ なお芝関『人間性と人格の理論Jl 6 6ページ参照
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1 6 ) 向紡 187ページ

1 7 ) マルクス『資本論』 密民文庫絞 (2) 6 3ページ

1 8 ) レーニン f哲掌ノート』 国民文庫版(上) 193-4ベージ
19) 間前 153ページ

20) 同前 1 4 7ページ

21) マルクス『資本論』 風民文)iji版(2) 6 3ページ

(3) 教事苦労働対象

教育労働の対象は‘ 「人間拘自然Jそのものである。教揃は、まさに「物賞的自然そのものを変

革するところの自然、すなわちもっとも高度に発達した自然である『人間的自然J(人時性)を労働

対象とするのであり、学佼教涌は『児童の頭脳に加工するJのである。 J(I)

ここでは、教育労働対象が教育労働過程においてもつ意義について二点ふれておく o 一点は、教

育労働対象は教育科学における「科学的概念形成の契機i2Jであるということ、他の一点は、教育労
働勾象は教育労働における包的が実現ぎれる主体そのものであるということである。

労働対象が、 「科学的概念形成の契議Jであるということは、とりもなおさず、対象のもつ属性

構造、運動(変化)の法則性が対象の形態転換(形成〕をはかる人間の労働(実践)を通してはじめ

て明らかにされうる、ということにほかならない。 r人聞は、自然質料の形態転換を生ぜしめること
を通じて自然の法則を発見するi3)のである。
教育労働においてもこのような点は確認されうるo教育労働対象の形態形成の必然性の論理の解

明は、対象の形態転換を国る教育労働の中ではじめて昨能となる。その意味で、教育労働対象は、子

どもの発達の法則性(教授学的法則)の解明(科学労働としての教育労働〕の契機そのものである。

一般に形態形成とは、 「費料J(matter )の「形態J( form )への転化を意味し、 「珂能性J

「無活動Jr受動的Jな「質料Jを、 「現実性Jr活動的Jr能動的Jな f形体」へと人間の労働を
媒介として転化することを意味する。(4) 教育労働の場合に却していえば、この過程は教育労働対象で

ある子どもの概念習得(形成〕過程であり、 「可能的Jな能力の所有者である子どもが、 「現実的j

な能力の所有者に転化していくことにほかならなし、。

ところで、教郊による対象の形態形成労働は、それ自身、二子どもの形態形成の必然性の推還を含

むものであるとともに、その必然性の論理を確定してし、く過程である。しかし、現実の子どもは、複

雑性・偶然性をもっ多様な存在であり、 「現在、このような偶然性を必然性に転化させ、科学的な概

念や法則性の習得を穫実に保縛する客観的な授業過程を縫定することのできる一般原理はまだ見い出

されていなし、J(5)のであり、それ放に教育労働対象の発達の法郎性の解明は「実験的方法によってし

か達成できないJ(6)のであり、 「実証的な科学研究として発展せざるをえなし、J(7)のである。

このような意味からしても、教育労働対象が教育科学における f科学的減念形成の契機Jである

ということのもつ意義は重要である。教育労働対象は‘単に教育労働が対象化される主体であるにと

どまらず、教育労働のもつ科学位を確立してし、く契機そのものである。それ放に、子どもが「教育を

受ける権利J主体であるということは、逆に教育労働の科学性を要求するものであって、必然的に

f学問の自由Jr教育の自由J(必然性の調祭としての)概念と緩造的に結合しているといわざるを
えない。

つぎに、教育労働対象が教育労働過程においてもつ意義は、教育労働対象は、教育労働の鼠的の

実現される主体である、という点である。
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教脊目的および合向的的活動と客鋭的世界およびその法脳性との根互関係、 8的実現における手

段の位重量、更には教予言目的に対する教育労働の相対的独自性および荷者の相互依存性などについては

既にふれた。ここでは、子どもが教育目的の実現される主体そのものだということのもつ意義につい

てのみふれることとする。それは、教育労働対象のもつかかる位重量づけが、教育労働と国民主権原理

とを結合する結節点であるということにほかならない。教育における国民主権原理と教育労働とは、

子どもが教育弓的の実現される主体であるということにより直接かっ具体的に結びつく。者t脊労働と

その総織が、本質的に「社会的共j電事務Jであり、公教育が政治過程を媒介として組織されるという

ことの基底には、以上の教育労働対象のもつ意義が存在する。

教育行政権が教育g的を直接規定しようとする政府形態下において、教育行政における毘体自治

(国からの自由)原理が療極的に位置づけられ、教育行政における住民自治、更には地方教脊行政府

をも含めて教育労働の留氏(住民)への「直接糞在J原理が法原理としても立法化されてきた背景に

は、教育労働対象のもつ以上の意義があるからにほかならなし、。

また、教育労働対象が教育g的の実現される主体である、ということは、教育g的の形成の主体

である国民が、同時にその基本図的の実務された結果、経過等を侭らかの形態で規制しうる権利をも

っということである。これは、教育労働の社会的直接責任に対応する国民の権利である。また、後に

ふれる「教締集団による学校自治権Jの保障燦理と対応して意味をもっ権利でもある。

そして、この規制iの様式の具体的あり方は、様々でありうる。既述したクノレプスカヤの提起した

形態、アメザカの教委制度型の形態.それを批判するリーベノレマンの提起する形j也更には社会主義

におけるそれ、また資本主義から社会主義への移行期におけるそれなど、社会構j実体・統治形体・政

府形態等の違いにより多様であるが放に「規制IJJの具体的形態の分析は獲史約手法によってのみ汚綾

となる。とはいえ、規制jの形態の鱗度化は、住民による自治、教締集団による学校自治が前提となっ

ていてのみ可能である。

く註〉

1 ) 芝a遂とFr増補改訂 現代の精神的労働IJ 2 7 5ページ
2 ) 芝田『人間性と人俗の理論rJ 65ベージ
3 ) 問自iI 6 5ページ

4 ) レーユン間学ノート』箆民文庫版(上)1 1 5ページ、芝悶『人間伎と人絡の理論J64 • 5ベージ
参照

5 ) 潟村泰雄「教授学研究の方法論的諸問題 10ベージ

6 ) 間前 1 2ページ

7 ) 伺 自在 5ページ

(4) 小結

以上、教育労働の技術的過援についてふれてきた。教育労働そのものについていえば、それは科

学労働・技術労働の鰐側面の統一された労働であり、ここに教育労働の特質(他の労働と比べ相対的

にではあるが)があり、かっそれは教育の基本目的に案任を負うところの合白的拘意識的活動℃、ある

ことの意義と内容にふれてきた。とりわけ、基本的教育目的の実現(教育の社会的直接責任)、教育

科学の形成(教育労働における学問の自由の保持)、教育の自由(教育労働対象の形態形成の篠実な

保倖)、子どもの教育を受ける権利(子ども自らの形態転換の実現)の担者は、栂互に教育過援にお

いて内部的に統一された構造にあることについて明らかにしてきた。
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教育労働手段については、その本質的規定は「教育内容J(高村若手雄「教授学研究の方法論的諮

問題(その 1) J北大教育学部紀要第 19号で明らかにしているところの)であれ 「教師の人格的

金存在」であるとか、直接授業で使用される教材などではないことにふれた。教育労働手段は、対象

の形態形成を実現する本質的契機そのものであり、かつ教育労働の結合性・協働牲を必然化する契機

であるとおさえたからにほかならなし、。そして、この教育労働手段は、専門的研究者との協働を媒介

しながらも教締集団が教育労働過程を通して形成するものである点で他の労働過程における労働の主

体と労働手段との相互関係とは相対的に集る点に特質がある。この点は後述の教育労働の組織的過程

においてふれるが、-Tc;ここでは以上の点をおさえる必要がある。

また、 「教育内容jの形成自体「学問の自由Jの保障する対象であるが、 「教育内容」の具体化

加工化したものとしての「教材Jr授業過程J等は多様でありうるが、同時にそれらは「技術jとし
ての普通性を獲得していくものとして志向されるのであり、そのためにも、 「教育の自由」更には「教材

選択の自由Jr教育課程の自主編成権Jなどが要求されるのであり、その保障なくして子どもの発達
を「ひとしくJ保障する教育労働・教育組織の形成はありえないのである。以上の指摘は.教師の教

育活動は、一定の統一性・体系性を絶えず志向していく過穣であること含意味するが、それは教師に

とって f学問の8由Jr教育の自由」が前提となってはじめて司能だ‘ということである。
この点で、たとえば「註解日本間憲法Jが、その 23条解釈で「下級教育機器Jでは「教育の本

質上J教材・教科内容、教授方法等の f額一化が婆求されるJとして、ただちに「教授の8由Jの制

限の論理に結びつけているが、これは論理の逆転というほかなし、。むしろ教育活動の一定の統一性・

体系性は教育活動に要求されるのであるが、その為にも「学問の自由Jr教育の自由」が教姉に前提
的に保障される必要があるのである。

教育労働対象については、それが教育科学形成の契機そのものであるとともに、基本的教育目的

の実現される主体そのものである点にふれた。そして、教育労働対象が数寄目的の実現される主体で

あるところから、この8的実現を通しての国民と教師との相互関係が規定される。教育の基本g的の

形成主体が留民であること、その目的実現の過程においては教師集問の「学問の自由Jr教育の自由J
(丙者を統ーしたものとしての教部集団自治)が保障されるところの相対的に独自の活動領域が存在

すること、実には教育g的の実現過程・結果に対する国民の批判・規制jの一定の昔話i度形態が保障され

うること、などが原理的におさえられなければならない。

以上の教育労働の技術的過程の内部機造から析出される諸原理の統一的に保i隼された基本原埋が

「教育行政における自治原理Jであるといえる。しかし、以上の叙述は教部個々人の教育労

働の技術的過穫を中心としての分析であり、教師集団の教育労働の内部繕造といえるものではない。

それ故、以下教育労働の相互関係を規定する内部構造の分析に入る。

2 教育労働の総織的過穏

教育労働の技術的過程は、それ自体、科学の発展、教育科学の発展、民崎教育運動の発展に郎応

しつつ、大きな発展を示してきたし、その珂能性も増大してきている。教育労働の投手拍句発展自体は

その「技術的限界Jをもつものではない。むしろ、技術的諜題は日をおって多様化・複雑化してきて

いると同時に集中の傾向にある。にも拘らず教育科学者を含め教育労働者の技術的努力は蔵楼には生

かされず、技術的存T能性の実現は、技術の上での蝶界からではなく、教育労働をめぐる社会的・組織

的な限界に直面し、それらが大きな様桧となっている。そこには明らかに教育労働における技術的過
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程と組識的過程との矛蹟の現代的侍殊な構造が存在する。

ここでは、かかる開題意識を前提として、教育労働の綴織的過程の構造の分析・解明が濁られる。

この解明は、筆者の視点一後育制度自体、教育労働の組織的過程の一環であり、その外廷であるーか

らして、教育法制度論を展開していく上での前提的基儀作業とならざるをえないJI) 更に、教育労働

の技術的可能性を限害する社会的限界の構造を政府形態論を含めて開題とする中で、教育労働の労働

過程分析を政府形態論と意識的に結合することにより、今後の理論的展関をも援起したいと考えてい

る。しかし、小論においては、ただちに政府形態論と結合するのではなく、それへの媒介としての

教育行政制渡における自治形態の基本鋳造をおさえるにとどめざるを得ない。

教育労働の投手柏句蹴由主、教育労働の主体的要因と客体的要閣との相互関係において成立する過程

であり、教育労働の組織的過程は、教育労働の場における教育労働主体相互認の関係において成立す

る過程(分業・協業・管理労働)である。前者は、教育労働の技術の問題であり、後者は組織の問題

である。教育労働は、これら開過程の不可分の統一の中で実現される。教育労働が両者の統一過程で

あるということは、教師による教育労働の対象化は、 i司じ対象に働きかける伎の教婦による教育労働

の対象化との結合においてはじめて意味をもつものであり、かっかかる結合労働において自己の労働

の実現も肝能となる、という点にある。そして、これら館別労働と結合労働とを媒介する潔が教育労

働手段Cr教育内容J)にほかならない。
また、教育労働が丙過穫の統一過程であるということの意義は、教育労働の主体にとっては、対

象のg的意識的な変革を実現することにより自らの労働能力の変革を実現し、かつ:結合労働における

「社会的援触j2)そのものが自らの労働能力の変革をー麗発展させる、という点にあり、他方、教育

労働対象にとっては、個別教育労働の総和が生み出す独自の教育力こそが、自らの形態形成の契機で

ある点に求められる。 r他人との計画的な協力のなかでは、労働者は後の健体的制限を脱して彼の種
属的能力を発揮するJ(3)からであり、かつ教育労働における中心的課題が 教育労働対象に総体とし

て働きかける個別教育労働の総和(それ自体個人的には創造不可能な〕だからである。

また、個別協働単位外との社会的接触の拡大(精神的・物質的交通関係の拡大〉は、教育労働

主体の認識の組機的過程の拡大を通して、労働の技術的・綴織的過程の発展を一層可能にする(この

点は、教師の認識過穏のところでふれる)。

以上の点を前提として、ここでは教育労働の組織的過程なかんずく協業形態の基本構造を中心に

現らかにしていきたい。なぜなら教育労働の組織的過程にかかわってくる種々の諸問題一校長・教頭

主任鱗度、職員会議制度、教委の学校管理制度、住民の教脊行政参加制度、国の行政権による関与制

度ーの構造的把握は、それら諸制度が教育労働の協業形態を規定するものであり、更には、教育法そ

のものも教育労働の組織とそのあり方を規定する規範として位置づくものであるだけに、教育労働の

協業形態の基本構造の解明は、ここでの中心的課題となる。

(1) 労働の組織的過程の基本構造〈その覚え書き〉

教育労働における協業の基本繕造の解明に入る前に、概括的に生産労働における労働の組織的過

程についてふれておくこととする。

協業CEinheitderArbeit)は、 「同じ生産過程で‘または同じではないが関連のあるい

くつかの生産過程で、多くの人々が計厳的にいっしょに協力して労働するという労働の形態」{4j と規
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主主できる。そして「他人との計画的な協働のなかでは労働者は彼の{間人的制限を脱して、彼の種属能

力を発揮するJ。つまり協業はそれ8体鰭別労働の総和以上の生産力を創造するのであれ協業ぬき

に人類の発展史は考えられない。この事実は、人間の本質が社会的存在であり、共同体的存夜である

ことを示す。

他方協業は、それ自体すでに分業(Tei lung der Arbe it )を内包し、労働過程の内から精

神的労働・肉体的労働が分化し、更には技術労働から科学労働が分化し、叉総織労働、管理労働が分

化・発展する。協業が一つの生産力であるとともに分業もまた一つの生産力である。(5)

近代以降の分業の発展をみると、分業形態の規定原理は、マニユブアクチユア期にみられた労働

局程の「主観的分割i原理Jから、機械制大工業が私たらした「客観的分割原理Jに移行してきた。そ

の契機は機成体系の発現であり、労働手段の変化が分業の形態を変革した。

もともと「機械は…・・蘭媛に社会イときれたすなわち共同的な労働によってのみ機能するi6lので
あり‘ 「こ号して労働過程の協業的性格は、今では労働手段そのものの性質によって命ぜられた技術

的必然となるJ{7}のである。他方、この過程はマニユアアクチユア期の「独立手工業の結合体Jであ

った結合労働を、機械体系を運沼する「部分労働者の結合労働体Jに転化せしめ、主主稜物を「個人的

生産物Jから、 「社会的生産物Jに転化せしめたJ8)

このような分業・協業の発展は、時時に分割された個々の労働過穫の調整・統一・指揮など、労

働過程全体を統一的に組織する労働〔組織労働・管理労働)の発生を必然的たらしめてきた。なぜな

ら協業は他人との計画的で8的意識的な協働であることからしても、そこでは「多かれ少かれ一つの

指鴎を必要とするJのであり、これにより「個別的諸活動の調和が媒介されJr比較的大規模な直接
に社会的または共同的な労働がそれにより実現j されるからであるJ§)

このような組織労働・管理労働は、集間的労働のコ具体的な労働過程そのものが必要とするのであ

り、機械体系にもとづく労働の大規模な社会化を統一し、組織する労働として不可欠の有用労働とし

て存在する。そして、この管理労働は、その外的拡充(種々の情報の収集、保管、利用)と内的拡充

(生産過程の計画・組織・執行・統制)の双方を通して、労働力要問と生産手段関係要問との計扇的

結合を園る「生産的性格Jをもっ労働として、ますます不詰T欠となる伊

しかし、 「相互に独立な個別的労働過程を一つの結合された社会的労働過寝に転化するための物

質的条出 を付与したものが、松的所有の原郊に裏づけられた資本であったという事態の発展は、

協業・分業の来日織化およびそれと不百T分の管理労働を資本の機能に嵐せしめた。 r指揮・監督・媒介
氏コ機能は、資本に従属する労働が協業的になれば、資本の機能になるjl2lのである。

かくして‘ 「賃金労働者の協業は、ただ単に彼らを同時に充用する資本の作用l3lとなり、 「彼
らの諸機能の関連と生産的全体としての彼らの統ーとは……資本のうちにある」ω こととなる。その

結果、 「彼らの労働の関連は……彼らの行為と自分の g的に従わせる他人の意、患の力として彼らに相

対するJIS事態がすすむ。
(16) 

その結果、労働過稼の f統一性と意義」 とを資本が代表する資本主義的協業・分業形態は、労

働者をして「一つの部分機械に仕えるjl町付属物たらしめ、労働者の精神的能力を吸収いそのf個人的

生産力Jを一層貧しくし、彼らをして f資本への労働者の絶望的な従属j担割物たらしめる。 r資本の社会的生産
力が豊かになることは、労働者の個人的生産力が貧しくなることを条件とするJ官邸のである。

同時に「機減は労働者を労働から解放するのではなく、彼の労働を内容から解放するf聞のであ
り、 「労働者が労働条件を使うのではなく、逆に労働条件が労働者を使う j21) こととなる。かくして
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「個々の機械労働者の細部lの熟練などは、機械体系に物体化されていて、それといっしょに『主人J

の権力を形成している科学や医大な自然力や社会的集団労働の前では、とるにも足りない小事として

消えてしまうJ仰のである。

また、管理・指慰労働こしても資本の特有な磯能として「特殊な性格をもつこととなるojF つ
まり、それは一関での労働力の最大爆搾取を実現する機能となれ労働者の抵抗を抑庄する機能とな

り、他面では大規模な生産手段の使用の監督の機能となり、賃金労働者の協業の統ーをはかる機能と

なる。そしてこれらは、賃金労働者の集団のそとにおいて国られる資本の機能となる。

その結果、資本主義的組織労働(管理、指嫁労働)は、二重の側面をもつこととなる。一方では

集団的労働過程の技術的必然として「生猿的性格」をもつが、他方で「不生産的Jr寄性的性格Jを
もって機含ちするo 前者は「共同的な労働過額の性質から生ずるかぎりでの指揮jω ・管理の機能を果た

す労働であるが、それは後者に規定されて労働者に技術的従属を強いるものとなり、後者は、 「資本
担由

主義的、従って敵対的性格によって必要とされる絞りでの磯能J となり、兵営的規律、スパイ的管

理、イデオロギーがj幻想の、注入などの機能を果たす労働として展開し、産業下士官の特殊な集団を形

成する。

この二重性は、 f指揮される生産過程そのものが、一面では生産物の生産のための社会的労働過

程であり、他買では資本の価値増殖過程であるというそのニ震性J仰に由来することはいうまでもな

し、。

以上を要するに、生産労働の場合、その組織的過程なかんづく分業・協業形態を規定する要因は

一方で労働の技術的過程のー契機である労働手段であり、他方ではその労働がおかれている社会の生

産関係なかんづく所有~係である、ということである。その結果、ft，的努有制のもとにおいては、労

働手段の所有者が分業・協業組織を労働手段を媒介としながら規定寸ることとなり、労働手段の霞接

の使用者であり、結合労働の主体そのものである労働者は、自らの労働組織については何ら干与しえ

ない存在となる。またそれ放に協業に不可欠の結合労働相互関の統一・媒介・調整・指揮等の組織労

働(管理労働)の主体も資本家となる。

かくして、 「工場法典では晶資本は自分の労働者に対する自分の専制を、よそではブノレジョアジ

ーがあんなに。愛好する分権も、それ以上に愛好する代議総もなしに、私的法律として自分かつてに定

式化しているのであるが、このような工場法典は‘ただ大規模な協業と共問的労働手段、ことに機械

の使用とにつれて必要になる労働過程の社会的規制の資本主義的戯画であるにすぎないJ問、とマルク

クスにいわしめた事態が一般化される。そこにおいては「労働過程の社会的規制1J.jに対し袷労働の当

事者はもちろん、弱民の子与'4，一切認められないところの私的所有の康郎が憲法的秩序となり、 「法

の支配Jの及ばない資本家による「私的自治」の名による[専制J領域が形成されるのである。

(2) 教育労働の組織的過程の特質

生産労働における組織的過程の以上の構造(原環的構造とその資本主義的形態)を前提として、

つぎに教育労働の組織的過程について考察する。それもさきにふれたように教育労働の協業形態を中

心にみていきたい。

教脊労働の協業は、教育労働手段( r教育内容J)の技術的必然である。この点は、生産労働に
おける協業が畿械体系により規定された技術的必然である、ということと基本的に向様である。しか

し、後者の場合は、機減体系がもたらす労働過程の客観的分譲j原理が前提としてあり、それが分業の

-131-



教育学部紀要第 23号

あり方を規定し、側々の労働の技術をも直接規定し、その技術的必然として部分労働の結合として

の協業形態が生まれる。そこでの労働の統一性は現に存在し、労働の質をも規定するところの機械体

系のもたらす統一性である。

絡に、資本主義的協業形態においては、 「彼ら自身の労働の社会的な諸形態一主体的・客体的な

ーまたは、彼ら自身の社会的労働の形態は、鰭々の労働者には全くかかわりなしに形成された諸関係J側

として協業は発現する。それは労働者が、生産の客体的要閣を支配し、所有しえないところに帰国す

る。また、それ放に生産労働の8的(使用価値そのものより剰余価値そのものがg的になるのである

が 1についても労働者は基本的に関与しえない関係におかれる。

これに比して、教育労働の場合の統一性・協業性は、教育の基本目的(およびその具体化として

の偶別的、具体的目的の体系的総体)によるそれであり、教育労働対象に共間労働の総体としてかか

わるという意味でのそれであって、具体的に個別労働の場で使用される直接的教育労働手段(教科書

教材などの)による技術的必然としての統一性ではなL、J匂つまり、 「何を教えるかJが教育労働の
共同的統一伎を必然化するものであって、 「何で教えるかJがそうなのではない。そして、現に技術

的過程でのべたように、かかる「教育内容jの体系の形成自体、教育労働集団が中心になって形成す

るものであって、どこか別のところで形成されるものではない。この点については既述したので多く

はふれないが、教育の基本目的に規定され、かつ「現代科学の構造jに規定されながらも、いかなる

科学的観念・法刻・体系を「教育内容」として体系的に再構成し、それらを、いかなる順序性をもっ

て配列ゃるかということ〈つまり「教育内容の体系J)は、教師集団および教育科学者の囲有の任務

(科学領域)であり、かっそれは、教育労働過程を通してしか確定できないからである。ω

更に、技術的過程において既述したように、基本的教育包的それ自体は、教締が決定権をもっと

いうもので、はないが、 8的の実現は客観的世界の法尉性に依存し、かつ8的のもつ「理性的本性J

「主観的理念性-'ii. 13的実現の手段と合g的的実裁のもつ科学性と結合してのみ、客観性に転化し

ろるのである。ここに、 8的の実現の擦の手段のもつ、また合目的的労働のもつ相対的に独自の任務

課題が存在する。手段・実践の科学性が保縛されない限り、目的は「主観的理念」にとどまらざるを

えない。そして、 「基本的教育B的」に対して社会的支任をおっている教舗は、手段・実践の科学性

を確立する独自の国有の任務を果たすことにおいてのみ、その社会的資住を果たしうるのである。こ

の「手段Jがとりもなおさず「教育内容の体系性Jにほかならない。それ故、目的による教事苦労働の

統一位・協業性は「教育内容Jの統一性・体系性に転化されてのみ実現されうるい 「基本的教育目

的Jのもつ「理性的本性Jr客観的理念性Jは‘意識的図的に転化する。つまり教師は、その臨有の
任務を通して「目的」を必然性の付与された「目的Jに転化しうるのであり、その意味で「目的Jを

わがものにするのである。資本主義的協業形態における目的が君事除価値の実況にるに使用価僚の実

現にあり、使用価値の実現という目的すら労働者とは無縁のものである事態とは、この点においても

異る。

教育労働においては、このように「教育内容の体系Jを教師集団が形成することは、とりもなお

さず、教育労働における「社会的労働の形態J(協業のあり方)を自ら形成し、規制するということ

にほかならな七、いいかえれば、教育労働の協業の組織化の主体は、教翻集団であるということであ

る。教育労働の協業は、教育労働手段の技術的必然であるということは、以上の点がおさえられては

じめて意味をもっ。

「人聞が一つの意識的存在であるのは……ただまさしく彼が一つの類的存在であるからにほかな
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らない。ただこのことによってのみ彼の活動は自由な活動である」ω f 他人との〉共肉体においては

じめて(各)個人は、かれの素質をあらゆる方面へむいて発達させる手段を(もつ)。したがって共

肉体においてはじめて人格的な自由は可能になるl2i r現実的な共同体においては、個人たちは、か
れらの連合のうちに、そしてまた連合によって問時にかれらの自由をも獲得するJω というマルクス

の指婦は、多少意味あいは違うとはいえ、教育労働における協業と儲別教脊労働の相互関係をおさえ

る上で重要であるo また、パナーノレの「より自由で、しかもよりよく組織された科学ーというのは、

自由と綴織とは互いにしりぞけあうことではなく、おぎないあうことだからーへ向って部分的にせよ

前進があれば、それは社会の前進であるJr形式的でない協同研究と内部の民主主義とを最大阪に周
自晶

いることによって、自由は組織とむすびっくことができる」という指摘 も、教育労働の組織論を形

成していく上で重要である。そして、 「自由Jと「組織Jとの整合的統一は、教育労働の場合でいえ

ば、教育労働の協業の組織化のさ主体が教部集閉である、ということにほかならない。子どもの形態形

成の「必然性の源擦J(教育の自由)は、かかる意味での教育労働の協業を前提として、はじめて可

能となる。

さて、以上の点がおさえられるならば、教育労働における「管理労働」の性絡と、私企業におけ

る管理労働の性格の相違が明らかとなる。

生産過程における管理機能は、直接労働そのものの指揮、監視、監督などが主要な機能であり自由

かっ労働の主体的要因と客体的姿習との具体的・傭別的。直接的結合をと図る機能であり、そのことに

よって労働の統一性を確保する。他方、教育労働の場合は、さきにみてきたように、統一性の基礎は

「教育内容Jの体系性にあるのであって、それをいかに教材に実体化し、具体化し、教育労働の技術

的過程を組織するか、というところにはない。それ放に、生産過程における如く労働の遂行過穣その

ものを指衛・監督するという本来の管理労働自体は、殺事苦労働の場合存在しないし、教育労働の主体

的要国と客体的要因との結合ないかにはかり、指揮し、統制するか、という管理労働は存在しない。

仮に、かかる管理労働が存在するとすれば、それは、 「教育内容jおよび直接的教育労働手段の、私

的所有・支醍 Hが前提となっている場合であり、教育労働の場合、かかる前提はそのまま認められる

わけではなし、。

教育労働の協業形態において、生産労働における管理労働が本質的に有する機能である労働その

ものの指簿・監督・命令などの管理機能は存主主せず、そういった管理機能は、教育労働の組織の内在

的必然ではないことの確認は重要である(3曲

しかし、以上の指摘は、教育労働の協難物慾において、組織労働が無用であるということを意味

するものではない。教育労働が本質的に協業形態をとるところからくる労働相互間の調整・統一・借

擦などの組織労働は生まれざるをえない。それは、協業の実現に必要な繰りでの調整機能・計画機能・

統一機能・指療機能にほかならず、また組織労働の外的拡充(種々の情報の収集、保管、その他)に

ほかならない。それらは、一方では、共同労働の実現の際に必凄な統一意思の形成・執行機能であり

他方では、共間労働の実現に必要な補助労働的な機能にとどまる。郎

以上の教育労働の協業形態の恭本構造が規定するところの教育労働組織の法制度的形惑が、 f教

部集団による学校自治j形態である。教育労働の協業形態の議礎単位は学校であり、協業の組織化の

主体が教編集団であるということは、 「教育内容」の体系のーまさの部分領域を基礎として形成され

る学佼における教締集団のオートノミーの保障ということにほかならない。そして、かかる「教師集

団による学校自治権Jの保障は、さきにみてきた教揃における「学問の8由Jr教育の自由Jと矛蹟
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するものではなく、相互依存、相互規定の関係としてるる。

(3) 教育労働の組織的過程の資本主義的形態

ところで、いままでの叙述はできるだけ論理的叙述に限定してきた。歴史的叙述は捨象してきた。

今までの叙述の前提は、教育労働とその組織は、本質的に社会的共問事務であるという確認であった。

しかし、歴史的には、かかる「社会的共問事務jは、その資本主義的形態として発現してきた。

そこでは‘ 「村の橋や校舎や公有財産から……国立大学にいたるまでおよそ社会成長の共通の秘書は

たちまち社会からきりはなされて、より高い一般的な利害として社会に対立させられ、社会成員の自

主的活動の範飽からはずされて政府の活動の対象とされたJ側のであった。

たとえば‘ 18 4 8年フランス共和制憲法の「教脊は自由である。教育のg由は法律の定める条

件に従いかつ留の最高の監督のもとで享受されなければならないJ(第 2章第?条)をみてもわかる

とおり、 Fすべてのg由はアツレジョアジーがそれ令享受するさいに他の諸措級の同様の権利によって
出勤

妨害されないように議整された」 のであり、 「憲法のどの条文もそれ自身の反対命題を‘すなわち

それ自身の上院と下院安ふくんでいるからである J ~O) かくして「共潤利害は、個別および全体の現実
的な利害からきりはなされて国家として一つの独立な姿をとるJ~41) 国家は、 「フソレジョアジーがか
れらの所宥およびかれらの利益の相互保障のために外部ならびに内部へむかつて必然的に自分たちに

悼2
与えるところの組織の形態にほかならない」 のである。そして「そうなれば‘法(Recht )もお

そらく法律(Gesetz)に帰着させられてしまう JI43lのである。

それでは、 「社会的共同事務」の執行者としての教育労働組織が「全ブルジョア階級の共同事務を処控ず

る委員会jとしての国家なかんづく行政権力の掌謹二するとこるになる帰結は何か(盤家=行政権力の

教育権説の本質は何か)。

それは、まず「教管内容Jの形成の主体を行政権力とする(かつて試案であった学習指導要領の

法的拘束性の主張いついで、 「教育内容」の実体化され、加工されたものとしての「教材」に対す

る行政統制が並行する(行政権力による恐意的教科書検定制度、教材使用の騎け出制から許可制jへの

転化)。いいかえれば、教育労働手段の行政権力による、私的独占・支記・規制IJ11の体制の確立であ

る。それはちょうど資本主義的金業における労働手段の私的所有制に対応する(しかし、教育におけ

るこのような制度は、資本主義社会において必ずしも自明の制度ではない)。

その結果、教育労働過程の構造の現象形態は.私的所有のもとでの労働過程のそれと基本的に同

様となる。

教育労働の技術的過程の主体である教師の教育労働手段への技術的従属、合自的的労働のもつ

意識性の爽失、対象の形態形成の必然性の洞察とその実践プロセスの否定(教育の自窃の否定〉、など

が教育労働の技術的過程において結果する。

また、教育労働の協業の組織化の主体は、教邸集揮ではなく、行政権力の末端機関としての校長

に転化するくこれは「教管内容Jの形成主体が行政権力であることの必然である)。結合労働の生み

出す独自の教育力t工、教編集屈のそれではなく、行政権力の所有となる。

以上の結果、 「管理し、結合する能力をもち、また現実にそれを担当していながら、しかも人間

の物的関係および諸物の社会的な縄係に従属することを余儀なくされているという矛績は耐えがたい

ものであるうJω という事態が一般化する。教師相互の労働を通しての「人格的関係Jは、行政権力

により形成される教脊労働手段を媒介としての「物的関係J(45)に転化する。
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他方、協業における技術的必然として発生する「組織労働J(労働そのものを指揮・監督する労

働ではないところの)は、指揮・管理労働に転化する。そこでは教育労働そのものの監視・指擦・命

令としての管理労働、教育労働の主体的条件と客体的条件の護接的結合な偲別的・具体的に指揮・監

督するところの管理労働が中心となり、それらは独住制機関に集中する。その結果、管理労働は、寄

生性・腐朽性・抑圧性を強化する。同時に、一群の管理者集団(教頭・主任制度)の形成と職階制の

導入が結果する〈蜜接的管理者集団の創出〕。

しかし、事態はそれにとどまらない。謹接的管理者集団に対する管理機能もまた強化されるoそ

れに伴って、寝接的管理者集団の権限は、たえず上級行政機鴻へ吸いあげられ、管理能力(級機能力〕

のすいあげと、管理労働の形式的「技術化」が進行する。それは、官僚的中央集権化となって、全国

的集中管理システムとして体制j化される。 rそれは、管理者たちみずからがその頭脳的労働部分をう
ばわれ、ただ資本の命令にのみしたがうように機械化されてくる条件をつくり出すので、労働者にと

1(6) 
つてはも制変的、機械的に労働強化が強制されるようになってくる」 という私企業における傾向と

全く尽じ事態が一般化する。教育労働における管理労働の形鵡句技術化(法制度化〉が全国的なもの

となる。

この事態は、教育労働を規定する具体的目的、学校設置の目的が、行政権力により自由に設定さ

れる事態と併行する。かかる教育目的の行政権力による f私的支配Jは、思的実現の手段をも行政権

力の掌糧、するところとなる。 r選民的合意、」として形成された教育日的(たとえば、日本掴憲法・教
基法)は、行政権力により形成される教育g的に転化する。

以上の結果、教脊労働と科学との結合は畳められ、原刻的に否定される。一方で行政権力に掌握

された「教育科学Jが形成され、「教育カjに転化する。他方で、子どもの形態形成の必然性の論理を

解明する教育科学の成立基盤は失われてゆく o

以上が、 「社会的共同事務Jとしての教育労働とその組織が、 「社会成長の EEE的活動の範聞か

らはずされて致府活動の対象とされたJ結巣の基本構造である。

しかし、他方かかる事態の進行は、一方で、それへの対抗要爵を生みだす。

それはまず「国民的合意」として形成された教育の基本g的と、行政権力の rl3的Jとの矛窟の
認識の一般化としてあらわれる。教脊目的そのものは、 「客観的投界の反吹Jであり、客観的世界が

対立した潜級に分化した社会であれば‘行政 rl3的Jとは対立した国民の「理性的本性Jを反映ナ
る包的の形成は必然的である。住民・陸民の組織化の進行に応じて、かかる呂的は「社会的合'1t.Jと

しての実質をもっ目的に転化するとともに、行政権力による教育の、私的独占 Hへの検特は一定の政

治力を形成し、政治過程に実質的に「参加Jしてくる。

また‘ 「社会的直接責任Jを負う教締にとって、 「物的議縄係Jとして位置づけられる自らの社

会的労働と社会的度接責任との背理に対する認識は深まり、 f諸物の社会的な繍係に従属することを

余儀なくされているとし、う矛麗」は f耐えがたいJものとして一般化する。教育労働の社会化と管理

労働の私的支配の矛属の認識の一般化といえる。そのような中で、これらの認識は「分業によって人

格的な諸力(諸関係)が、物的な諸力へ転化されているのす、再び廃棄することは、それについての

一般的な表象をわすれさせることによってはできず、ただ個人がこれら物的な諸力をふたたび自分た

ちのもとに忽撰して分業を廃棄することによってのみできる}仰という実践的課題意識や、 f現実的

な共同席においては.個人たちは、かれらの連合のうちに、そしてまた連合によって同時にかれらの

自由をも獲得するJ闘という課題意識へと転化する。
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さきにみてきた、 f教育の基本図的Jの f国民的合意、による形成J(教育における富民主権主義

の確認入教師の学問の自由・教育の自由の統一的保燦(基本的教育B的にもとづく子どもの形態形

成の必然性の論理の理論的・実践的解明と、教材・授業過程の自主的・創造的形成を前提としての教

育労働における普通性をもっ技術の形成〕、教締集団による学校自治権の保障〈教育労働の協業組織

の主体としての教師集団の位獲づけの綴立λ 教育自的実現過程への住民の一定の参加形態の保障

(住民自治権の保障入など教育労働マコ組織的形態を規定する内在的原理は、以上の教育労働組織の

資本主義的形態の克服にとって、実質的意義をもって顕在化する。更に 資本主義的政府形態の過度的特

殊性に規定されて、間体自治が積極的総強をもって位置づいてくる。そしてこれらの組織原理は、 f教育

を受ける権利J保障の制度形態の基本構造であり、教育行致における自治療理の基本構造でもある。

く註〉

1 ) 闘家の法制度、行政制度自体、無務君主的κ規定されるものではなく、法制j度、行政制度が適用される対
象の電車造(組織毒事造)に規定きれて存復するものといえる。 r社会化された生産諸手段自体が笥別的単
位κ館鐙され、ここにー告の労働者集団が組織されること、し内、かえれば、生産単位が倒別的K組織さ
れてあることが必要であるが、間待十亡、歯家そのものもまた、これK応じた一定の編成をもっていなけ

ればならないJ(藤田勇「社会主義のもとでの所有・労働・民主主義Jr季刊j 科学と思想!Jj鉱8
1 1 5ベージ 新日本出版社 1 9 73 傍点筆者)という権檎は参考となる。

2 ) マルクス『資本論j 菌民文庫板(3) 3日ページ

3 ) 河前 3 5ベージ

4 ) 間前 2 9ページ

5 ) 芝回避E午『人間性と人俗の理論rJ 75ベージ
6) -.ノレタス『資本論』 前掲 125ベージ

7 ) 匂前 125ベージ

8 )湾前 4 7・49ベージ

9 ) 同様 3 7ベージ

1 0 ) 橋博「生産理論とその問題点Jr経済J j仮109341ページ 新日本出版社 1 973 
1 1 ) マルクス『資本論J闘民文庫版(3) 3 7ページ
1 2 ) 間前 3 7ページ

13)14)15)町 問官官 3 8ベージ

1 6 ) 間前 8 7ページ

17) 筒前 1 8 6ページ

1 8 ) 間前 1 8 7ベージ

1つ) 河前 8 7ページ

20)孟 1) 2 2 )間前 1 8 8ベージ

23) 隠鵡 3 8ページ

24) 岡部 4 0ページ

26) 間前 3 9ベージ

2 7 ) 符前 190ページ

28) マルクス r直接的生産返事遣の諸結果』 関民文庫 1 35ページ
29) 前掲潟村若手雄論文では F教育内容j と教材会わけること托より、教育が科学と結びっく遊が勝かれた、
と指撫している0

30) 生産労働の場合引入手段と対象の機械的・物理的・化学的儀性の弱者の相互作用を5司れば必糊快対
象の形態形成は可能となるが、教脅労働の場合このように一律的でないことは事実が示してL、る。この

ことが逆に、教育労働の場合-/替、教育労働手段を教邸集団が自らの閤有の科学労働、技術労働を媒介

として形成していかなければならない俊拠でもある。

31) マルクス『経済学哲学手稿J 闘え文庫 106ページ
32)33) マルクス『ドイツ・イデオロギーJ岩波支障 1 1 3・11 4ベージ
3 4 ) パナーノレ『増被援史κおける科学J 7 5 2ベ~ジ
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35) 角谷登志雄 f経営経済学の基礎J 4 9・69ページ ミネルヴア言書房 1中 68 
36) 生理主手段の私的所有を原則とする資本主義社会であっても、公げに級殺された教育は、本質的に社会的

共同事務であり、そしてこの事務をどう組織するかー教育労働手段の形嘆の主体は設かーということは

政治過程を通してのみきまるのであり、かつ政治過穫における民主主義の到達レベル陀よって異った形

態をとるからである。

3 7 ) 事実、教育労働が幾綾する際K通常みられるところの、教脊課程‘待問割編成、教科議・教材の採択、

学習指導ilt扇、学校行事とその年習計画、学級編戒、校務分2雲、予算、決算などの結合労働に不可欠の
幾絡をみても、教舗の教育労働そのものを箆接に対象とする管理労働はなL、。むしろ、これらは、結合

f共同〉労働を突現する静亡必要な機能であり、共同労働を保障し、労働問の調整・統一を殴る上で必要きな

務提となる機能であって、 「管理労働j として独立した部門を形成する労働ではない。

38 ) マルクス『ノレイ・ボナパノレトのプリューメノレ 188J 闘民交感 146ベージ

39)40) 間前 36ベージ

41) マルクス『ドイツ・イデオロギ-J 岩波文庫 4 4ページ

42) 間前 9 3ページ

43) 同前 94ページ

44) IlJn正之 「現代の技術最新と管理労働の社会化JIF環代と思想J);，1G.12 63ベージ
45) マルクス『ドイツ・イデオロギ-J 1 1 3ベージ
46) 長谷川t. r'労務管理論~ 1 6ページ青木建li5 1960 
4 7 ) マルクス『ドイツ・イデオロギーJ 1 1 3ベージ
48) 同 iiiJ 1 1 4ベージ

第2節教育労働と教姉の認識過穣

教締にとっての認識の対象は、 「教育内容Jに対象化されるところの客議論世界そのものであり

同時に「教育内容Jを媒介としての子どもの形態形成過程そのものである。

前者は、 「現代科学が明らかにしたもっとも一般的・基本的な焼念や法則およびこれらの連認の

体系jを明らかにするという独自の科学領域が有する課題に結合された対象であり、それ自体、労働

過程を媒介として確定されていくものであり、後者は‘ 「教育子守容」を苅提としながらも、そのもつ

基本的概念・法則・体系を子どもの形態形成にとって最も確実に保薄する教材・授業過程に加工し、

再構成していく認識活動であるが、その過程自体やはり教育労働過程を媒介として纏定されてゆくも

のである。

このような過穫をへて形成される f教育内容Jおよび教材・授業過程の総体は、それ自体数締の

教事苦労働の協業過程を通して検証されていくものであって、教婦の集団的認識過程を必然化する。集

団的認識・集団的実践・集間約再認識の過程をへて‘教育労働手段の本質的規定をなす f教育内容と

その体系」は形成され、子どもの形態形成はいっそう篠実なものとなる。

同時に、集団的認識は‘個別的認識(館別教育労働を前提としての)の集問化であるが.集団的

認識過程は[総合的認識J(l)の形成をめざすものであり(r教育内容とその体系Jの形成)、かっ
「総合的認識の目標は一般に必然性であるj2)ことからして、場所的・時i協的に級定された特定の子

ども集団(学佼単位の)の形態形成に責任をおっているところの学校単位の教師鯖の「総錦繍識jと

して縫立されていることが必要で、ある。集団的認識活動自体、場所的・時間的にj痕定された認識活動

ではないが、その認識活動の中で形成されてくる「総合的認識Jは、学校単位の教揃集団の認識とし

て把損されていることが必要となる。

それ故、教闘の集団的認識の組織的基礎単伎は、協業として具体的に独立した単位として存在す
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る学校の教西岡集団である。つまり、学校は、教育労働の協業形態として一つの統一体をなすとともに、

集団的認識が統一され対象化される場としても一つの統一体をなしていなければならない。集団的認

識は、たえず拡大し、他方集中するが、教育労働の協業形態に規定され、その舷大する集団的認識自

体‘学校単位の教tliIi集問に統一され、凝縮されていくことが、教育労働の実現の前提となる。

このことは、教育過程における認識過程、労働過程‘組識過程は、学校単位として統一された過

混として公教育昔話j躍をの苓縫をなすことを示す。そして、 「学問の自由j r教育の自由j r教師集団に
よる学佼自治権Jは、以上の諸過程に照応した制度的基本原理で、あるといえる。

他方、すでにふれたように認識の組織的過穫は、それ自体歴史的・時間的・空間的・場所的に無

般の広がりをもっとともに、かかる広がり自体が認識の対象反挟過程をより一層科学化し、一般化す

る重喜をな契機をなしており、 「全人類の薬問的認識の発展j(31を保障する。認識の組織的過程(先行

世代の間接的経験、その抽象化としての概念体系のひきつぎ・加工・訂正・創造、更には潤人的認識

の棺!i.伝達ー媒介・批判Ij)(41の拡大は、逆に教育労働の技術的過程・組織的過程に反作用し、子ども

の形態形成を一勝確実なものとし、教育自的を一層意識的な教育目的に転化せしめる。

以上のことからいいうることは、既にみてきた学佼自治・教編集団自治は、決して「局銘約自主

管君主Jや f分権的自治」を意味するものでtまない(51 ということである。学校自治・教編集部自治、更

には教舗の教育の自由自体、かかる認識の組織的過程の意識的拡大(r精神的交通関係Jの拡大とい
ってよい)を必然化するものであるし、かつ、それなしには不珂能であるoそして、この際留意すべ

きは、教事苦労働の協業形態の綴織化の主体が教編集団である如く、認識の組織的過程の総織化の主体

が教節集団であるという点である。「一個人の発展は、かれが直接また鵠接の交通をもっている他の

すべての個人の発展によって制約されているj(61 r生産者も自分のうちにあたらしい素質を生み出

し、生産によって自身を発展させながら自分自身を変化し、新しい議カおよびあたらしい観念、あた

らしい交通様式……を創造することによって自己を改造するj~71 r彼らが何をなしうるかという ζ
とは彼らの意思に依存せず、さまざまの対立が到達した高さと、階級諸対立のそのときどきの発展程

度の基礎をなす物費的な生活条件、生産諸関係および交通諸関係の発達に依存しているj(81 という指

摘、更には「一地方で獲得された生産力、ことに発明がその後の発展にとってうしなわれてしまうか

どうかは、もっぱら交通のひろがりにかかっているj(91などの指摘は、 「教脊内容J、教育労働の技

術・組織と教師築自の精神的交通関係との相互関係・棺互依存性にも基本的に該当する。

じっさいも現下臼ヱ訟の教育行政をみるとき、その行政統制のにわ心が、教鱗の構得的交通潟係の支

配・規鋭にあることからみても、以上の指摘は重要である(自己研修緩の否定・許認可制、教育課程

研修会、その他各種研修会の横行とそれと結合した人事考課などは、教編集団の精得的交通関係の行

政権力による、私的所有L私的支甑dとし、ってよしづ。精締約交通関係の、1主的支配・独占 Hは単にそれ

にとどまらず、教脊労働の技術・組識の稔1主的支配・独占 11vc娘!ちする交通縄係であり、 「自分たち
のカこそ、生産力(教育力と読みかえてほししい繁渚誌)であるところの個人たちが、 分裂したまま‘互いに

対立して存在するj(l曲ところの教育労働組織に照応する精字率的交通碍係にほかならなし、。

このことは、逆vcr自分たちの力こそ‘生産力であるところの偶人たちJのもつカは、 [ただこ
れら個人の交通と連絡とのうちにおいてのみ現実な力になる」仰のである。階級社会Kおける数百労

働者による精得的交通関係の自己形成・ 8日支配は、このような意義をもつものとしてとらえられる。

まさに「同じ条件‘同じ対立、問じ刈害j(l7)は、交通関係の鉱大により、共通の階級条件へ発展する

のである。
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以上みてきた、教締の認識の組織的過程の拡大は、単tて「教育内容Jや教材・授業過程にかかわ

るもののみにとどまらな L、。公教脊がそこから分離し独立してきたところの生産労働の技術的組織的

過程、更刷工人間の社会的・政治的・精神的生活諸過程の中で形成される社会的・銀人的認識、欲望

・課題意識・ g的意、識などとの認識の本監交換を図ることが、教師にとって重要となるaなぜな弘教育目的自

体、このような人間の社会的諮過程に規定された人窃の「欲望Jvてその根拠をみい出すものだからにほか

ならなL、。

教育労働κおける.教事ま労働手段の教師(集部)による形成・支配・規制jの保傍・教育労働の協

業形態の組織化の主体が教編集団であること、その中での繍別教育労働、結合教育労働の整合的統一

は、他方、教部(集団)の認識の組織的過程の「社会化jを必然化し、両過程は互いK対応しあう。

「労働が自己活動へ転化することと、これまでの制約された交通が個人としての個人の交通へ転記す

ることが互いκ対応するJ(!3lのであり、偲別教育労働の実現の自由が、教師集屈による協業の組織化

を前提としてはじめて五T能であるように、教師の精神的交通事喜係も、 「万人のもとに包摂されること

κよってでなければ、決して個人のもとに包擬されることはできないJ祖母のである。

教笥労働κおける[学問の自治Jr教管の自由Jr教師集団κよる学校自治権Jr研修権」など
の保庫、およびこれら全体を保障しうる制度としての「教育行政κおける自治鱗変」の縫立は、以上
のような教育労働の技術と組織、およびそれらと教師の認識過程(なかんづくその組織的過程として

の精樽的交通関係〕との相互関係の内部構造の本質的把援があって.はじめて統一的κ抱握できうる

といえる。

く註〉

1 ) 2 ) レーエン『哲学ノートJ(上〉 樹氏文庫 1 7 9ベージ
3 ) 芝田進午『人開設と人傍の理論J1 2 1ベージ
4 ) 潟村若手雄 官官掲論文 4ベージ

5 ) 藤田勇「レーニンの鑓家論y[ついて〈続)J参照、 『経済jJ 1790・9

6) "7ノレタス『ドイツ・イデオロギーJJ2 2 1ページ

7 ) マルクス『資本主義的生産κ先行する諸形態j
8 ) 布施鉄治『行為と社会変革の理論J1 1 8ページ 青木議席 1 972 
9) "7ノレタス Fドイツ・イデオロギ-J80ベージ
1 0 ) 1 1 ) 間前 102ページ

12) 間前 78ページ

13)14) 時前 104ページ

第3章小論の佼鐙づけと今後の課題

本論の位援づけを最後にふれておきたし、。本論はもともと以下の構懇の一部として位置づけてい

たテーマであった。(1)教育行政における自治原理の基本繕造一特に教育労働の溝造とのかかわり Kお

いて (2)行政過程の民主化と地方自治一地方自治の行政学的、政治学的位選づけの吟味 (3)設予言行政

κおける自治形態の縁関過程(主として戦後日本における) (4)以上をベースt亡しての教脊催論の環

論的検討。

しかし、じっさいは(1)の考察氏とどまった。その他は今後の謀議としたし、。また、教育行政論は

いわば教育労働の組織論にかかわる問題であるだけκ、組織論の検討、更にはそれとかかわっての労

務管理論(管忍労働・組織労働論)の検討も必要になっている。それも、単に資本主義社会における
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それのみで、なく、社会主義社会およびそれへの移行期における教育行政の制度形態を以上の視角との

かかわりで追う必婆があると考えている。本論で考察してきた教育行政を規定する基本原理の現象形

態の発展過程をおう必要があると考えるからにほかならない。

また、 (4)と関連しては、本論で明らかにしてきたいくつかの基本原理は、現在の憲法・教基法法

制IJV亡整合的に位監す?うるものと考えており、その意味でより意識的に教育権論として筆者なり κ再構

成し、かっそれとの対応時係で現在の教育行政の議現象の矛盾構造を折出する作業も必要である。そ

して‘この際、特に教育財政κかかわっての分析が必要となる。なぜなら、教育行政のあり様を内在

的κ規定する教育労働の構造が要請するいくつかの行政原理は、実は教育財政をめぐっての現下法制

度により著しく浸容されているからにほかならない。なかんづく様助金行政の内包する教育統制の論

理の折出と、それの憲法、教基涯法制との矛盾構造は豪華Eな課題となっている。本論が扱ってきた教育

行政主ておける自治原理の考察は、この分野での行政行為をも規定するκ足るだけの理論構成にまで整

理されていないけれども、当部17)課題としておさえていることを付設しておきたい。

以下、むすびκかえて‘本論との関係で二点について記しておく。一点、は‘現在の教育権論をめ

ぐって、本論で明らかKしてきた点とのかかわりで最低必要と思われる筆者なりの見解をのべておく。

なぜなら‘;t:論の位置づけは‘教育行政における8治療現の究明ではあるが、それは同時に憲法 26 

条でいう「教育を受ける権利Jの対象構造の考察でもあるからである。もう一点は、教育行政におけ

る地方自治論をめぐっての筆者なりの位置づけについてである。最近‘このテーマをめぐって多様な

理論渓鵠がみられるが、それらの整会的で統一的把握を本論とのかかわりでする必要を感ずるからに

ほかならない。

(1)教姉の「学聞の自由Jr教育の白痴jの憲法的位鐙づけに関連して〈憲法26条の教育機の対
象構造〉

従来、教師の「教育の自由Jないし「教管権の独立J(職務権i授の独立)の法的位置づけをめぐ

って多様な見解が展開されてきた。それは大別してニ点に整理される。ひとつは.教締の[教育の自

由」は憲法規範が内包する権利なのか、それとも実定法上保i容されている職務権限の独立なのか、を

めぐる議論であり、他のひとつは.教師の「教育の自由jが憲法的権利であるとするならば‘それを

どこに求めるかをめぐる論議であった。

読者についていえば、教育法学会の設立さ当初から、教員の「織務権限たるf教育権の独立 JJJへの

批判がなさオ1-..0)かっその後の状況は[職務権限の独立J論者も、教員の[教育権の独立Jは.憲法

2 6条の「吸脊を受ける権利Jvcより保障され‘かっその内容をなすものだとされるκいたってP
「教育権の独立jないし教富市の「教育の自由jが憲法的権利であることが大)j()){I憲認されるところと

なっている。

問題は、教舗の「教育の自由」の憲法的綬拠をどこκ見い出すか‘という点κある。現にここに

あげた論者においても、またその他の論者においてもその根拠はまちまちである。総じて、憲法 23 

条・ 26条、憲法的自由に含めるもの等があげられる。しかし、同時κこれら多嫌な法論状況も最近

かなり収赦してきているといってよい。

たとえば‘教邸の「教育の8由Jを護法 23条に求める有倉説も、 「教育を受ける権利を学習権

と解し、その反面から f教育の自由』をみちびき出すことも不liT能とはいえないであろうが、学資権
(3) 

と教育の自由との相関関係を解明する必要さがある」 としている。文化・教育的義本権の土台となる

基点権として函民の教育権をおさえる影山説も、 r 2 6条の教育濯をいかκして教育内務そのものを
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保持する具体的権利として理論構成しうるかが基本問題なのであるjとし、 26条の対象的燐造の明縫

化の必要性を強調し、かつ大学問題との関連でいっているのであるが、 「文化・教育的基本権を栂対

的κ自立した基本権の存在形態とみる場合…..23条と 26条の不可分の内的関連……が原則上明確

にされるべき謙題はとくに重要であるj(4lと指摘している。更κ牧草E名氏は、 「子どもの生活と発達

の過程および教材の科学性の検討において専門的力量を手ぎする教育労働者の教育の自由もまた子ども

の権利κ由来するj rもう少しいうなら、何をどのように学ぶのかという子ども =1議民の学習機の内
実に規定されるものとして『教育の怠由』がとらえられるj(5)として、教師の教事著の自由を子どもの「権

利jvc由来するものとする。

いずれκしても、教部の f教育の自由Jを憲法 26条との胡速でおさえること、いいかえれば憲

法 26条の「教育を受ける権利Jの対象的構造が明らかにされることこそが、教師の「教脊の自由J

の憲法的位置づけにとり不nT欠の作業であることが催認されるK至っており、それとの関連で教部に

おける「学問のS出Jと「殺事寄の自由Jとの相互靖係も明らかκなるといえる。そして、この作業じ

たい、従来[教育の自主性・自律性jといわれてきた不綴定概念の明礎化κもつらなる作業であると

いえる。

小論は、立三喜さには教育行政における8治原理をメインテー?とするが、以上の論点κ対しても筆

者なりの結論を出す必要がある。戦後改革期κおける教青の地方分権・地方自治・民衆統制jなどの諸

昔話i度は「教育の自主性jの保障の制度形態として位霞づけられていたことからも、また最近の地方自

治識の再構成が基本的人権の保障の制度形態として地方自治を再把握するという基本的視点をもって

いることからしても必要と思われる。

者なりの見解を結論的にいえば、教舗の[教育の8也Jは、 2 6条の「教育を受ける権利J保

障κ不百I欠の、また前提をなす権利で、あり、基本的教育尽的(憲法・教基法上規定されているところ

の)実現に責任を負い、それκそった子どもの形態形成κ糞任を負う教育労働にとっては‘ 「教育の

自由j r学関の自由」は相互に分離しておさえながらも、河者の統一的保障こそが「教育を受ける権
利J保俸の不可欠の前援になる、ということである。

教師の教聖子労働が科学労働と技術労働の関側面の統一労働であること、子どもの形態形成を確実

κ保障するためには教育科学の形成が不可欠でありそれ自体教師の教育実践をへることなしに形成し

えず、教婦における学問の自由の内実であること、殺育科学の形成にとり教育労働はその検証労働

(科学労働)であり、かっ一定の教育科学の成泉の意、識的適用としての技術労働をなすものであり、

教育の自由の保縛なしκ教育科学の形成ひいては子どもの学習後の保俸はありえないこと、 「教育の

自由」とは、とりもなおさず、教資の基本包的κみあった子どもの形態形成の必然、性の解明とその実

践であることなどについてはふれた。

ここで教婦にとって学閣の自由とは教育科学の形成であることの確認が必書きである。教溺Kとっ

て学閣の自由が保障されるということは、一般的に学時研究の自由が保縛されるということではなく

それを前提としながらも、教育科学の形成の主体そのものであるところに教婦の学調の自由。保俸の

積極的意味が存在する。また、殺育科学の形成にとり教婦がその主E主であると|司持t亡、教育科学者さ

らには一般の科学者との共!司作業が不可欠で、あること κついても既にふれた。そして、教育科学の形

成がなによりも「教育内容Jの形成Kあることからして、教師以外の研究者の教科議執筆の自由など

も、この教育科学の形成労働の範閥に属し、その意味で教科議執筆自体学問の自由の保持の対象であ

るといえる。
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それ故κ、教科書執筆自体、教育科学の形成という学問の自由に属する催利であるが、同時κ教

科書の内包する「教育内容Jは‘教締Kよるその意識的適用および検証労働という独自の過稼を通し

て(教育の自由の対象官民域〕再様Eたされる1鶏係にあり、それ故κ、教育過程κおいては、学問の自由

と教笥の自由とは一応独自の領域をなすものの統一過程として位置づけた方がより事実に即するし、

「教管内窓Jと「教材とその構造・授業過程jとを分離することκよって教管と科学との結合を一層

確実κしうるということと同様κ、教邸の教育権論κおいても「学問の自由」と「教育のg出Jをわけ

た上で統ーした万が一層教育における科学労働と教育労働との有機的結合をはかりうる法論理構造に

なりうると考える。従来、教師κおける「教育のElEl3 Jと「学開の自治Jとが混然として一体化され

そこから教般の教育の自由を、 23条の[学問の自由jの内容を拡大しそこに位置づけようとする無

理があったと思われるが‘ 「学開の自由Jと[教育の自由」を原理的にわけた上で、その内在的構造

から統一されていることとしておさえた15がよいと思われる。

滋t亡、教舗の「教育の自治Jを 23条κ求める理論構成があり、それは教部の f教育の自由Jz' 

学問研究成果の「教授の自由」ととらえる。これκついての筆者の見解をのべておく。

学問研究の自治およびその成果の教授の自由と、教育労働における「学問の自由Jr教脊の自由J
の相互関係とは、それぞれ呉る。論淫的κは、前者の場合「学問の自由Jと「教授の自由Jの内的関

係は必然的なものではなし、。 r学関の自由jはそれ自体として意味をなすものであり、 「教授の自由J
の保障がなければただちに「学問の自由J自体存在しえないものではない。これに反し、教育労働の

場合、そこで保障さるべき「学問の自由jは、 「教育の自由Jの保障なしκは存立しえないものであ

れ 「学関の自治Jの保障は必然的κ「教育の自由J保障を含むものである。なぜなら、教育労働に

あっては、保障さるべき「学問の自由J権の対象は、教育労働と子どもの形態形成の実境の相互作用

およびそこにおける形態形成の必然性の解明にあるからκほかならない。それ放に、大学における

「学問の白出Jと「教授の自由Jとの対応関係の拡大化としてではなく、教育労働の内在的構造から

両者の対!芯関係をとらえ憲法規範の原理的構造にまで高める必喜さがあるa 筆者の翁理からいくと[教

育を受ける権利jのコロラリーとして教締の「教育の自由Jr学問の自由」は佼寵づけられるべきで
あり、そこでの「学問の自治Jは何時κ23条からも保障されているとみるべきものである。また

2 3条の[学問の自由Jが教育科学領域Vζ適用される際には、教舗のみならずひろく研究者・国民の

教管科学形成の自由をも含まれるものであり、また教舗の場合には研修の自治も 23条の保障する範

囲κ入るものといえるo

(2)つぎに、教師の「学問の自由Jr教育の自由」などの制度的保障形態としての「教師集留によ
る学校自治」および、教育行政κおける地方自治についてふれる。

「教育自治」ないし「教部集団κよる自治Jr学校自治Jなどの用語は筆者がこと改めてっくり
出した用諮ではなし、。 r各学校κは、教育権の主体である父母嵐氏から切実な教育要求が寄せられて
くるが、学校教員が集団的な教育自治権を有していてはじめて有効に菌民の教育要求κ応える f教育

資在』を果たすことができるj61とか[教育労働者は、科学を教え、自立的な主体としての国民を育

てることに集聞として責任を負っているのであるから、労働主体の自主性と教育労働集団の自治・自

律が要請される JI71などあげられよう。

ここで結論として指燐しておきたいのは、教師の「教育の自由jと[教編集団κよる学校自治J

との栂Ii胡係および「学校自治Jと「鴎民の教育権Jr住民自治」との棺Ii鴎係についてである。
前者についていえば、既κのべたよう t亡、教師{図々の教育労働と学校自治(協働労働の組織化)
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との縄係は、分業と協主義との縄係であり、両者を結合する環が f教育内容jの統一位・体系設にある

ということ、つまり教育労働Kおける分業のにない手が同時κ協業の組織者でもあるという関係であ

るといえる。そしてこの向者のかかる関係を保障するものが、 「教育内容Jの形成の主体が教翻集閣

であるということにほかならない。つまり、教邸の「教育の自由Jと「教富市集関Kよる学校自治権J

との両者は、教締集団が形成するところの「教育内容J((cより統一されるが、それら全体が、子ども

の「教育を受ける権利J保障の対象的機迭をなすといえる。

つぎに、闘民の教育機、住民a治権と教師集団κよる学校自治権との関係、について要約する。公
教育κおける留民(住民〉と教師との結びつきは.教育自的~通してのそれで、ある。既述したよう κ

この結びつきは、子ども(教育労働対象)が教育目的の実現される主体であるということ、教師の教

室ま労働が合息的的活動であるということ、教育の基本目的の形成者は留民以外に求められえないこと

などによる。現氏、教育基本法・児愛憲章・ f教舗の地位((c関する勧告J(ユネスコ〉中の目的規定

国襟連合教育科学文化機関憲章(ユネスコ憲章)、人権κ関する世界宣言など、その主体・形式はとも

かくとしても、教育の泰三紅白的についての園民的・国際的規定は多くみられる。このことは、公教育

の目的はとりもなおさず人間の経済的・社会的・政治的・精神的生活諸過程の中で形成される社会的

経史的、個人的認識・欲望・課題意、議・目的意識などの中から形成されるという渡史的事実K般拠を

もっ。向ま寺にこれらの目的の実現の為には、専門的@科学的教育実践が要求するオートミーの制度的

保障を不五T欠とするが、そしてこの保障κよってのみ教育の基本g的の有する「理性的本性」は教締

の意識的な包的の表象とその実践κ転化し、子どもの学習権の保障につらなる。何時κ、 「教部集団

κよる学校自治権Jは、教育包的の実現i蕗穣への住民の「監視Jr批判」等の「国民の教育権」の行
使を排徐するものではない。むしろ、この住民の権利行使保障に対応する制度形態として f教編集団

κよる学校自治権」は位置づく。同時κ教師の日的意識も、かかる国民・住民の権利行使との対応関

係の中で一層8的意識的なものとなる。そして、この住民の権利行使の具体的形態は一概には規定し

えないが、その実現に当り、教育行政κおける地方自治制度は前提的保障といえる。

この点Kついては、渡辺洋三氏は、 rc公教育の一筆者設〕社会的組織化の担い手は、一方にお
いて二子氏代って教育要求を出す続権者集団であり、他方において専門家としての教師集盟である。こ

の間築関の緊密な有機的むすび、つぎによって公教育の機能は有効に発揮されるであろう。これ安いか

に制度的に定着させるかはさまざまの条件代よるし、また形態においても多様な形態がありうるとお
一 (81

もわれるが、ここでは基本的後点を不すκとどめるJ としているし、また牧柾名氏も「思E誌の基本

的人権としての教育権を儲主主するのに関係する表干の問題を雪要約するjとして 5点tてまとめ、そこで

r(4)i致育機関における8治を確立すること (5)地域の住民が直接、教育管理運営に加わり、自治を棄

に住民の利益κかなうものとすることJ をあげ、 「関民の教育権の実証的形態を実現することは、い
¥91 

まなお闘争の課題であるというほかないJとして、その兵体的制度形態κはふれていない。

筆者も本論κおいては、教育行政における自治原理を構成するいくつかの務本的行政原理にふれ

てきたが.それ以上の具体的制度形態κ比ふれてきていない。それは小論のj寝界を越す作業である。

いわば教育行政・法制の具体的制度及び制度史宏分析する視点、更には現行憲法・教基法法制と教育

行政昔話j度の実態の矛盾的構造を明らかt亡しうる楓点の形成の作業であるといえる。また、小論κおい
ては、国家の政府形態を含めて教育行政の湿家的トータノレシステム代ついての視点の形成は欠落して

いる。教育行政を教育労働の組織的過穣の外延として、また教育行政機能を教育労働を対象とする組

織労働(管理労働)の一環としておさえる筆者の観点からいってい更には教育行政の組織労働の対

--1 4 3 
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象が大規模κなればなるほど、教育行政機能の全国的システム化は不可避であり、そのことからいっ

ても、教育行政κおける自治療理・自治形態と全層的トータノレシステムとしての教育行政機能との相

互関係の分析の方法論の確立はせまられている。全国的にシステム化された教育行政の「社会化」を

実現する法原理・制度形態はそれ自体教育行政学の対象領域である。また教育労働κおける協業形態

が初等教育より高等教青にいたるまでー賞した体系性を要求される事態の推移は、それだけ一層それ

らの教育労働の協業形態を実現する組織労働の機書きが全鼠的な鏡撲に発展せざるをえないことをもの

がたる。

更κ社会的総労働の包的意識崎・計歯的実現とその管理労働の社会化が現実のものになる場合κ

おいては、そこから形成されてくる教育要求友それを基底とした教育諸制度への構想、は 教育行政の

トータノレシステムのあり様の検討を不可避とする。しかし.かかる課題の遂行は、その教育労働のお

かれている社会の国家形態・政府形態・法形態との相互関係において把握してのみ意味をももうるの

であり、今後の課題としたい。
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